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　エネルギー市場の全面自由化，再生可能エネルギーやデジタル技術の急速な進展など，

エネルギーを巡る環境は激変しており，事業者も過去の延長上にない非連続な進化を迫ら

れつつある。筆者の勤務する東京電力ホールディングス㈱経営技術戦略研究所では，その

主要ドライバーである以下の５要因を「5 つの D」（５ D's）と呼んでいる。

　・自由化（Deregulation）

　・分散化（Decentralization）

　・脱炭素化 (De-carbonization)

　・デジタル化（Digitalization）

　・人口減少・過疎化（De-population）

　自由化・分散化については，あらためて説明を要しないだろう。気候変動枠組条約第 21

回締約国会議（COP21）で合意された今世紀末までの脱炭素化に向けて取り得る選択肢は，

茅陽一・地球環境産業技術研究機構（RITE）理事長も指摘される通り，①最終エネルギー

消費における化石燃料の電気・水素・バイオマス燃料による代替，②化石燃料使用の場合

の CO2 の CCS 処理（あるいは回収した CO2 の利用）に絞られる。二次エネルギーである

電気の生成には再生可能エネルギー・原子力・CCS などの技術を活用し，水素も主に電気

から製造することが必要となる。ドイツで Power-to-X と呼ばれるシナリオは，一次エネル

ギーを専ら再生可能エネルギーに限定しているが，同様の方向を目指している。

　わが国で進む人口減少は，エネルギーなど国内需要を縮小させつつ，過疎化とメガシティ

への集中などコミュニティの変化をもたらす。高度成長期に建設され経年の進むインフラ

岡本　浩 東京電力ホールディングス㈱ 常務執行役
経営技術戦略研究所長
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（交通・通信・エネルギー・水道など）の維持が大きな課題となるが，IoT や AI などデジ

タル技術の進展による交通・物流の電動化・自動化などを通じて，インフラ間の相互補完

性が高まり，すべてのインフラを総合してコミュニティを支えるための最適な配置や運用

を考えることが重要になる。

　変革期にこそ事業草創の原点を振り返ることが必要である。朝岡大輔氏の「企業成長と

制度進化：戦前電力産業の形成」によれば，エジソン電灯会社から遅れること５年で個人

株主 11 人によって設立された東京電燈などの企業群が，M&A・事業分離などの財務判断

を通じて，顧客基盤の拡大，エジソン式の直流から交流への事業モデル転換のための技術

獲得，大規模設備投資のための資本調達手段の確保を果たして有数の基幹産業に成長して

いく過程は，変化し続ける環境における企業にとってのダイナミック・ケイパビリティ（資

源基盤を創造，拡張，変更する能力）の獲得と公共政策の制度進化の重要性を示している。

　エネルギーとその周辺領域を俯瞰しながら，総合工学の視点で調査・研究を行うエネル

ギー総合工学研究所の役割はますます重要であり，この場を活用した産・学・官の関係者

によるビジョンの共有と一層の連携を期待したい。

季報エネルギー総合工学− 2 −
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はじめに

蓮池　本日は「電力貯蔵の展望と課題」と題
した座談会ということで，この分野に詳しい
専門家の方々にお集まりいただきました。ま
ず，ご出席の皆様に電力貯蔵との関わりなど
を含めた自己紹介をお願いしたいと思います。

座　談　会

電力貯蔵の展望と課題〜技術面および制度面からの検討〜

伊庭　健二 明星大学　理工学部
電気電子工学系　教授

池谷　電力中央研究所の池谷と申します。電
力会社の研究所ですので，電力貯蔵は非常に
重要だと思っています。私は最初，二次電池
の部署に配属されまして，リチウム電池，鉛
電池，ニッケル水素電池，その後に応用とし
て電気自動車や電力貯蔵の研究を行いました。
一時期，NEDO におりまして水素貯蔵などの
開発を担当しました。
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池谷　知彦 （一財）電力中央研究所　次世代電力需給マネジメント
特別研究チーム　研究戦略・推進担当

諸住　　哲 （国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
スマートコミュニティ部　総括研究員

小笠原潤一 （一財）日本エネルギー経済研究所　戦略・産業ユニット
電力・ガス事業グループ 兼 省エネルギーグループリーダー

杉田　博昭 ㈱ 日立製作所　IoT 推進本部
グローバルプロジェクト推進本部　担当本部長

蓮池　　宏 （一財）エネルギー総合工学研究所
プロジェクト試験研究部　部長
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小笠原　日本エネルギー経済研究所の小笠原
です。最近，特にアンシラリーサービス（周
波数調整）の動向調査を行っています。特に，
蓄電池や揚水発電の活用方法とかが注目を浴
びているので，そこら辺のことで呼ばれるこ
とが増えてきています。

伊庭　明星大学の伊庭と申します。長らく電
機メーカーで電力系統の安定度や系統計画の
仕事に携わっておりました。今は大学で，電
池に関係するスマートグリッドの運用につい
て研究をしています。

諸住　NEDO の諸住です。スマートコミュニ
ティ部というところで国際実証を行っていま
す。これまで実証段階に進んだプロジェクト
が 12 件ありますが，そのほとんどが電気自動
車（EV）や電力貯蔵が絡む内容になっていま
す。今回は，その辺りの話を色々させていた
だこうと思います。

杉田　日立製作所の杉田です。IoT を推進す
る部署で，スマートコミュニティ，スマート
グリッドの経験から，特にハワイで EV を使っ
た再生可能エネルギーとのバランスについて
の実証を行いましたので，実証とか実業とか
の話ができればと思います。

蓮池　エネルギー総合工学研究所の蓮池です。
私は，当研究所が受託した研究プロジェクト
の中で電力貯蔵に関わってきたわけですが，
現在は，VPP（バーチャル・パワープラント），
それから風力発電と電力貯蔵を組み合わせて
どう制御するかという研究を行っています。

再生可能エネルギー対策としての電力貯蔵

蓮池　電力貯蔵のニーズが色々あります。
1980 年代は「負荷平準化」が一番大きなニー

ズでした。それと裏腹の関係ですが，原子力
発電を増やし夜間の安い電力を貯蔵して昼間
のピーク時に使う形がありました。2000 年頃
からは大型の風力発電所が動き始め，昨今は
太陽光発電が増加してきており，これに対応
して電力貯蔵が注目されてきています。また
東日本大震災後，電力システム改革が進めら
れ，制度が変わることで電力貯蔵の使い方も
多様化してきています。このように，電力貯
蔵には色々な使い道がありますが，本日はそ
の中でどれが有効なのか，あるいは有望なの
かという点についてディスカッションしてみ
たいと思います。
　まず，出力が不安定な再生可能エネルギー

（再エネ）の対策としての電力貯蔵を取り上げ
たいと思いますが，これにも色々なものがあ
ります。例えば，風力発電所に併設するとい
う形，再エネ増加による周波数変動対策とし
て，さらには，送配電容量が不足する問題や
電圧問題についても電力貯蔵を使う考え方が
あります。

伊庭　再エネ対策として電力貯蔵が有効であ
るというのは当然だと思います。ただ，どの
くらいの系統規模を対象とするかによって随
分話が変わってくると思います。
　私が気になっているのは，電力系統全体を
考えて，変電所に置く電力貯蔵を中心に考え
るべきか，それとも需要家で電池を持っても
らって末端の方から系統を支えるのが良いの
か，ということです。その話をすると，誰が
コストを負担するのか，という話になってし
まうのですが，その前に，どこに電力貯蔵を
配置すれば社会益が最大になるのか，という
ことを考えておく必要があると思います。「こ
ういう配置をすれば一番経済的なメリットが
ある」ということが出せれば，それに従って
制度ができ上がって行く。その後に，そのコ
ストを皆でどう負担して行くかを考えれば良
いわけです。市場が形成される前に，最適配
置の問題を考えるべきではないかと思います。

季報エネルギー総合工学
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小笠原　系統側か事業者側か，という話です
が，社会的便益を考えるのに，自由化されて
いなければ考えやすいのですが，自由化した
場合は，電力貯蔵のようなシステムは非常に
相性が悪いのです。まず，うまく使われてい
ません。例えば，アメリカの独立系統運用機
関 PJM でも揚水発電は市場から切り離して，
PJM が運用することになっています。ドイツ
でも揚水発電は再エネの変動対策には使われ
ず，昼と夜の負荷平準化運転に使われている
だけです。取引が 15 分，30 分，１時間といっ
た細切れで行われるので，貯蔵のように時間
をまたぐものと非常に相性が良くない。普通
のエネルギー取引では成立しないので，アン
シラリーとして高い付加価値の付く系統側で
使う用途に落とし込んで行くということなの
かなと思います。ただ，アンシラリーの場合は，
火力発電を想定して商品設計されているので
すが，蓄電池は応答性が良いので火力よりも
細かいシグナルの商品設計をして価値を高め
ることでようやく使えるようになってきたと
言う状況です。

伊庭　電力会社を発電部門と送電部門に分け
て考えてみます。発電部門には揚水や蓄電池
を運用するメリットが全くないので利用しな
い。他方，送電部門が蓄電池を流通設備とし
て捉え，混雑解消のために必要最小限となる
よう運用しようとしても判断が難しい。また，
発電設備や送電設備の建設を繰り延べできる
というメリットを発電部門と送電部門のどち
らが判断するのか。垂直統合の電力会社の中
で総合的に判断できたことが，２つの部門を
分離してしまえば，それを判断するところが
なくなるわけです。

諸住　送電会社では，昔やっていた経済揚水
をやる場面はなくなり，必要揚水しか使われ
なくなる。つまり，系統上の制約がある時だ
け動くという形ですから，稼働率が落ちてし
まいます。

　我々がやっている実証事業は海外で展開し
ていますが，多分，自由化している国では，
電力会社（送配電会社）が電力貯蔵を設置す
るということは有り得ないと思います。電池
は需要家の方に置くという形になりそうです。
ところが，日本の電池メーカーは，蓄電池を
電力会社に売りたがりますので，実証をやる
にしても非常にストレスがたまります。

需要家側に設置する蓄電池と電気自動車

杉田　ハワイでは，蓄電が非常に急速に立ち
上がりました。背景として，ルーフトップ型
の太陽光発電が沢山入っていて，それが急
速に伸びています。ネットメータリング制度

（NEM 制度）が終わり，今，２つの制度があ
ります。１つは電池も使って自家消費する。
もう１つは，逆潮できるけれども電力会社は
通常の電力単価よりも安い価格で買い取ると
いうものです。それでもハワイ電力は困って
いて，太陽光の使い方は自家消費だけとなる
方向にあります。

諸住　ハワイでは，去年 11 月に逆潮が禁止に
なりましたね。

第 39 巻 第３号（2016）

伊庭　健二 氏
明星大学　理工学部　電気電子工学系
教授
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杉田　はい。基本的に禁止になりました。

蓮池　ドイツでは 2011 年に余剰買取価格が家庭

用電気料金を下回るようになり，現在の買取価格

は電気料金の２分の１以下になっています。これ

だと電力貯蔵した方が得という状況だと思います。

　一方，日本の場合は，電気料金が震災後に上

がっていますが，図１に示すように 10kW 以

下の PV の買取単価は，まだ電気料金と同等

にはなっておらず，電気料金より大きく下回

るようになるのはいつになるか見通せません。

　固定価格買取制度（FIT）では，10kW 以
下は余剰電力を 10 年間買い取ってもらえます
が，それが終ったら買取価格はいくらになる
のか。平成 28 年度の調達価格等算定委員会
の報告書には，卸電力市場価格相当（11 円／
kWh）という例が示されています。太陽光発
電を電力会社に売るよりも貯蔵して自家消費
するパターンは，FIT 終了後に広まってくる
のではないかと思います。

諸住　太陽光については，沢山入っているイ
タリアなどの例を見ると，順方向の潮流に対
して逆潮は４〜５倍になります。日本の太陽
光はほとんどが高圧配電線につながっている
ので，変圧器や配電線の熱容量の問題があっ
て逆潮できなくなります。配電系統の太陽光
の余剰は送電系統に持ち上げられないので，
揚水発電が太陽光の役に立つとは思っていま
せん。そういう意味では，分散型電力貯蔵を

するのか，それとも系統側を増強するのか，
という選択が出てくると思います。
　電力会社の人と話をしたのですが，例えば，
電池が 30 万円／ kWh なら流通設備を増強し
た方が安いのだけれど，2 万円／ kWh であれ
ば電池を入れた方が安いと言っていました。

杉田　そういう意味では EV を使う可能性が
あります。単に電池としてではなく，乗り物
としての価値があるので。ハワイでは，太陽
光と EV，充電器を組み合わせた「PV プラス
EV」が経済的に成り立っています。マウイ島
では，今，700 台くらい EV が走っています
けれども，急速に「PV プラス EV」という自
家消費型のモデルが広がっています。

蓮池　EV に貯めた電力は家庭内で使えるよ
うになっていますか？

杉田　はい。V2H（Vehicle to Home）, そし
てマウイ実証では V2G（Vehicle to Grid）ま
で行きます。

池谷　V2G についてですが，現在使用されて
いる電力変換器は効率が低いという問題があ
ります。自動車会社は，プラグインハイブリッ
ド車（PHV）や EV を普及させるためにコス
ト優先で安い技術を使っていると思いますが，
V2G として使うのであれば，ここの改善が必
要です。

季報エネルギー総合工学
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蓮池　EV の電池は走行のため使うのが本来
の目的であり，V2H や V2G を行ったために
電池が劣化して EV としての性能が落ちては
本末転倒，という指摘もあると思いますが。

池谷　劣化は心配ないと思います。満充電で
放置しておく方がむしろ劣化します。

杉田　V2H の場合は，走行時に比べてとても
緩やかな使い方です。劣化の不安はそれほど
ありません。

伊庭　家庭内で使う電池だと，ステラモーター
スが考えている７kWh のタイプがあります。
日産リーフの電池は一般家庭２日分のエネル
ギーを蓄えられます。エネルギー容量からみ
て，EV の電池は使いでがあると思います。

電気自動車用電池の再利用（リユース）

蓮池　EV で使用した後の電池を，定置用と
してリユースするという提案がありますが，
これについてはどのようにお考えですか。

諸住　EV の電池をリユースする最大の目的
は，EV の減価償却後の残存簿価を高くする
ことだと思います。我々の実証で 200 台の車
をスペインで使わせるのにリースしたのです
が，３年で全部償却するようなリース契約し
かつきませんでした。リースやレンタカーと
いうのは，何年か使った後で車を中古市場に
流すという前提でコストをはじくものです。
今，EV はそれができないので採算がとれな
いという状況にあります。そういう意味で，
中古の電池をわざわざ使わなくても良いので
すが，自動車側の理由で電池のリユースを謳っ
たのだと思います。

杉田　リユースするとき，そのままでは使い

にくいので，車から電池を取り外して再パッ
ケージしないといけません。また，どういう
使い方をしてきたのかも評価しないといけま
せん。第三者の評価機関がないと，どれくら
い残存価値があるか非常に不透明です。そう
いう評価機関ができて，車から取り外した時
に再パッケージしやすいような作りになって
いれば，可能性が出てくると思います。一方，
中古で出てくるまでに７〜８年かかります。
その間に，新品電池の価格が下がってくるの
で，それなら新品を使った方が良いんじゃな
いか，という視点もあると思います。

伊庭　リユースというのは，電池コストを下
げるという点では非常に有効だと思います。
セカンドユースなので安全面が心配だと思い
ますが，１個１個の電池の応動を監視し，消
防設備も整えて，静止型の蓄電ステーション
として使うのは有望だと思います。

池谷　リユースは難しい問題ですね。電池を
パッケージから外してバラバラにすると，１
つ１つに癖がついているので，充電レベル

（SOC）を揃えるだけでも大変な作業になりま
す。今のところ，日産や三菱はパッケージの
ままリユース使用としていると聞きます。残
存価値の評価は，IC チップに使用履歴を全部
記録して，ということかも知れませんが，そ
の評価も難しいでしょうね。これは永遠の課
題として研究テーマにしていこうと思います。

杉田　EV 用電池というのはガタッと寿命が
来るのではなく，じりじりと死んで行くので，
何をもって「寿命」とするのか，結構難しい
です。

伊庭　蓄電池のどれを最小モジュールと見る
かにも依りますが，NAS 電池は沢山の単電池
が直列接続されており，300 本の中の 1，2 本
が故障を起こしてもシステム全体で性能が低
下します。平積みして配線の自由度を高め，
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劣化した電池はバイパスして健全な電池とつ
なぎ替えたり容易に交換できるようにすると，
性能を維持しながら安全に運用することが可
能だと思います。広いスペースで，そういう
切替可能な配線ができて，安全管理がしっか
りできれば，リユースの適用範囲ももっと広
がるのではないでしょうか。

池谷　都会のど真ん中に，可燃物などを利用
する蓄電池システムのためにスペースを確保
するのは難しいでしょうね。

伊庭　風力のポテンシャルが沢山ある北海道
などで，そこの風力エネルギーをどうしよう
という発想であれば，スペースの問題は関係
ないと思います。都会は再エネがあまり取れ
ない所なので，あえて都会に大きな電池ステー
ションを置く必要はありません。郊外に置く
ことは十分可能だと思います。

分散型設備の利用と課題

小笠原　V2G にもデマンド・レスポンス（DR）
にも言えることですが，系統用に使おうとす
ると，確実に何 kW 使えるか事前認証してお
かないと市場に参加できません。火力の場合，
信頼性の高い設備を対象に，定期点検も入れ
て能力を保証する仕組みの中での制度設計に
なっています。DR であってもリユースの蓄
電池であっても，必ずエネルギーを提供でき
るわけではないと思います。こういうものを
電気事業にどう取り込んで行くのかというの
は大きな課題だと思います。ヨーロッパは，
DR や蓄電池を使って行こうということです
が，技術開発の中で確率論的な制御をどの程
度系統で扱えるのか，受け入れ難いところも
かなりあります。
　アンシラリー側でも制御の正確性による価
格付けで差別化したり，だんだん，そういう

土壌はできていると思います。ただ，あまり
にも複雑なので，このような制度設計にプレー
ヤーが対応できるか疑問です。

蓮池　１つ１つの電池の応答が明確に決まら
ないという点は１つの論点だと思います。EV
は何台かに１台は走っていますから，使えな
い場合があります。一方で，日本の自動車の
94％は車庫に停まっているという話もありま
す。そいう話をどう考えるかということだと
思います。
　これは VPP につながる話でもあります。図

２に示すように，需要家側に創エネルギー（発
電），蓄エネルギー，負荷機器があって，これ
らを集めれば，色々な調整力になるのではな
いか，という考え方です。大型の蓄電ステー
ションでも良いのですけれども，沢山つなぐ
と，１つ１つに信頼を置けなくても沢山集ま
ればある確率で信頼性が高くなるのではない
か，ということです。
　そして，調整力の使い先には送配電事業者，
卸電力市場，小売事業者，再エネ発電事業者
が考えられます。その時々によって，調整力
を買ってくれる人を選びながらやっていくと
いうのがポイントです。何か専用の用途のも
のを作ると，利用率が低くなって高くつきま
す。例えば，余剰電力が発生するのはゴール
デンウィーク辺りの僅かな時期ですが，それ
専用に貯蔵設備を作ったら採算はとれません。
それに使っても良いけれども，他の時期は別
のことに使う，というマルチユースなら，稼
働率が上がってくる。売り先を選ぶことに長
けた「リソース・アグリゲーター」の登場を
想定しています。
　このように，１つ１つは信頼性が掴みにく
いものですが，沢山集めて使えるようすると
いうことが，色々な国で試みられるようになっ
ています。

池谷　電力系統側から言わせてもらえば，皆
が一斉に応答すると「横ブレ」してしまうと

季報エネルギー総合工学
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いう問題があります。また，回転機器を使っ
ている火力や原子力は，慣性力（イナーシャ）
を持っていますので，揺れに対して強いです。
これらが減っていくと，その機能が減ります。
イナーシャがないインバータ電源が増え過ぎ
て，いつか破綻するのではないかと懸念され
ます。

計画値同時同量とインバランス回避

伊庭　経済学者の方々から見ても，アメリカ
の PJM などがやっているアンシラリーサービ
スのやり方に対して，技術的にこんなのがで
きるのか？という疑問が出てきています。
　僕らから見ても，あのようにサービスを細
分化しても、サービスを提供できる機器は限
られているので，うまく運用できないと思い
ます。
　しかも，予備力などのアンシラリーサービ
スはスタンバイによる，機会損失コストを金
銭で補うものなので，出力して下さいという
時に出せなくても，ペナルティを払えば済み
ます。みんな年に１回くらいはペナルティを
払う覚悟で契約しているので，いざという時
にみんなが「出せません。ペナルティを払い

ます」と言えば，電力が足りなくなってしま
います。

小笠原　中長期的に見ますと，容量メカニズ
ムの話とリンクするのですが，少なくとも調
整用電源の確保のためにインバランス料金が
高くなって行くと思います。アンシラリーの
値段も高くすると思います。それでないとサー
ビスを提供する側にも魅力がないので。
　アメリカでは，緊急時，「スキャーシティ・
プライシング」と「ショーテージ・プライシ
ング」という，停電コストまでインバランス
料金を引き上げる仕組みが一般化しつつあり
ます。そのためには緊急時手続きをちゃんと
定めてないといけません。ヨーロッパでは，
それがちゃんと定まっていないので，発動が
難しいです。
　緊急時にはインバランス料金を停電コスト
まで引き上げると，蓄エネルギーというのは
緊急時に発令されて余剰インバランスがもの
すごく儲かる。それで，短期で供給力拠出が
増え，緊急時から回復することになる。とい
う流れは，恐らく日本にも来るだろうと思い
ます。インバランス料金のプライシングの仕
方によって，緊急時に自発的に節電してくれ
る人達に対価を払うとか傾向は間違いなく広
がると思います。
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蓮池　今おっしゃった方向に行くと，電力貯
蔵の必要性，有効性は高まるのですか？

小笠原　どの市場をどれだけとかっちり提供
するのか難しい場合でも，インバランスを通
じて，付加価値を高めることはできます。特
に緊急時が年に１回起きたらぼろ儲けという
形です。そのかわり，予備力をきっちり提供
するのは難しいのですが，調整力を高めると
いう方向に来ています。
蓮池　もう１つ，計画値同時同量は小売り会
社として達成するのですけれども，その下に
ぶらさがる太陽光，風力も計画値同時同量の
網がかかってくると，電力貯蔵が必須になっ
てくるという気がしますが，いかがですか？

小笠原　再エネ事業者が同時同量義務を負う
場合には必須になると思います。

諸住　結局は，再エネを増やして行くと，ゲー
トクローズする前に予想して売るしかないで
すね。その予想が狂った時にどうするのか？
系統運用者が自分でインバランスを作るよう
な制度になってしまうので，そこをどうする
のかですね。

小笠原　ドイツも元々は，送配電事業者が買
い取った FIT 電気でバランシング・グループ
を作って，需給運用をしようとしていたので
すが，当日の市場で計画値の変更をやり取り
しても，とても間に合わない。予測誤差がイ
ンバランスになってしまうので，FIT 用に予
備力を調整して，不足分は当日マーケットで
やり取りをして，同時同量を達成しようとし
たのですが。今は，系統インバランスと一緒
にして，系統運用者が需給調整をしています。
　FIT が終了した後，再エネ事業者が自分の
バランシング・グループを形成して取引所で
売買することは，理屈としてはできますが，
実務上はできません。

蓮池　電池を沢山持っていればできるので
しょうが，それ以外ではできませんね。

諸住　FIT が終った後，再エネ電力は市場で
のダイレクトセールになります。形から言う
と，青森県六ヶ所の二又風力のように，風力
から送電会社に送電はしない。出力抑制がな
くなって，顧客がついた風力しか送電できな
いふうにルールが変わって行くでしょう。そ
うすると，同時同量よりもっと長い，１日の
間の需要とのマッチングというニーズが増え
てくると思います。

小笠原　しかし，FIT が終了した時点では機
器も劣化しています。その更新費用と蓄電池
を付けてやろうというのは，経済的になかな
か見合わないと思います。

蓮池　そうすると，むしろ系統事業者側でイ
ンバランスの手当てをするニーズがより大き
くなる。系統事業者に対して電力貯蔵がイン
バランス解消・回避を提供する，というよう
な形でしょうか？

諸住　日本の制度設計の議論では，系統事業
者に揚水発電を持たせることで，そのインバ
ランスを解消させようと考えているようです。
ヨーロッパなどを見ていると，バランシング・
グループに責任を持たせる方向に行っている
感じがします。

蓮池　揚水は充放電の切り替えに時間がかか
り，可変速揚水も限られていますので，イン
バランス解消には使いにくいかも知れません。
蓄電池であれば上手く対応できると思います。

小笠原　別の問題として，ヨーロッパは揚水
動力が電力消費扱いになっていて，充電電力
に託送料金が課されます。ですから，託送料
金分だけ不利になります。アメリカでは，揚
水は蓄エネルギー扱いになっているので託送

季報エネルギー総合工学
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料金がかかりません。

蓮池　制度の問題で，電力貯蔵が経済的に成
立するかしないかを左右するのですね。

小笠原　蓄エネルギーの価値を最大化するに
は､ 複数の時間にわたって再エネの変動がど
うなるのか，この時間帯が過剰でこの時間帯
が不足するといった系統全体のインバランス
状態についての情報が市場参加者で共有でき
ること，そしてその時間帯にまたがって価値
をやりとりするということ。この２つが担保
されていないと蓄エネルギーに価値を持たせ
るのは難しいと思います。今のところ，世界
のマーケットでできているのはスペインくら
いです。

伊庭　スペインでそれができているのは，風
力の中央管理をやっていて，その中で予測の
精度が高いと言うことがあるんですよね。

小笠原　はい。日本でも何時くらいにどういう
状態になっているのか，情報を共有化した方
が色々な人達に市場機会を提供しますし，平
準化に効くと思います。そうした情報共有が
できれば，揚水や蓄電池が使えると思います。

蓮池　ダックカーブ対策に電力貯蔵が使える
ようになる可能性がありますか。

諸住　ダックカーブの対応では，カリフォル
ニアの 1.3MW の蓄電池調達は，エネルギー
シフトではなく，基本的にはダックカーブの
立ち上がり時の調整力を確保するためのもの
です。電力貯蔵の入札は単純な価格入札では
なく，コスト効果性入札です。需給解析や系
統解析を全部やって，電池が系統にどう貢献
ができるかを提案書に書かなければいけませ
ん。今，日本の電池メーカーは，それができ
なくて困っているという状態です。

杉田　ハワイでもダックカーブの問題は大き
くなっています。ハワイ電力は，夕方の急速
な立ち上がりを回避するために，DR プログ
ラムを導入し始めています。エアコンを切る
わけにはいかないので，生活にあまり支障の
ない電気温水器の温度を下げるとか，EV か
らの放電機能を使うとかいった内容です。

蓮池　EV が車庫に戻って充電を始める時間
と重なりませんか。

杉田　夕方，職場から帰ってくると SOC は少
なくなっていると思うかも知れませんが，実
証でデータをとってみると，６割以上電力が
残っているのです。帰って来てからも６kVA
で出力の場合，約１時間は放電できる状態で，
実際に放電して DR に貢献しています。

諸住　アメリカの場合，需要のピークが日没
前後に来るので，夕方，太陽光の発電量が落
ちた後に負荷を落すことは辻褄が合います。
しかし，日本の場合は，需要のピークも太陽
光のピークも昼間に来るので，太陽光に余剰
がでる時には，需要ピークに更に上積みして
使えということになり，かなり難しいので，
電力貯蔵を仕込まざるを得ないと思います。

第 39 巻 第３号（2016）
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　また，太陽光に余剰が出るのは，自宅には
車がいない時間になります。群馬県太田市で
の実証試験で 550 軒に太陽光を入れましたが，
その時，昼間，家に車が存在している確率は
25％でした。家庭の太陽光が発電している時
に家には車がないので，単なる V2H では太陽
光の余剰吸収にはなりません。職場まで託送
して職場で EV を充電するということが必要
になります。

アンシラリーサービス

池谷　アンシラリーとしては，ガスタービン
がとても良いですが，ここに地球温暖化ガス
の CO2 の排出規制を入れると，蓄電池も入り
ます。制約がなければ，アンシラリーは全部
ガスタービンになってしまいます。ガスター
ビンは早くて価格も安いですから。また，ア
ンシラリーは継続的に対応しないといけない
場合がありますので，そこのバックアップを
どうするかという問題があります。今，電力
会社の変電所などに設置された４つの電池は，
ほとんどがガスタービン，あるいは火力が動
くまでの一時凌ぎに使うことも，単独での周
波数安定化に加えて試みられています。

蓮池　需給逼迫時の数時間を蓄電池で対応す
るというのは，なかなか難しいと思いますが，
LFC 用では数秒から数分で充電と放電が行わ
れるので，それほど容量は必要ないのではな
いかと思います。そうした用途に蓄電池を使
うというのは，日本ではどうなのでしょうか？

諸住　我々もアンシラリー用の蓄電池の提案
をいくつか受けています。ガバナフリーだと，
電池の SOC を 50％に戻す制御がやりやすい
と思いますが，周波数調整（LFC）の場合
は SOC の上限と下限にすぐ引っかかります。
SOC を戻すのを他の電源にやってもらわない

といけませんが，電池と火力を組み合わせは
技術的に結構難しいのではないかと思います。
ドイツでも，電池単独でのセカンダリーのア
ンシラリー供給はダメと言われています。
　アメリカの PJM が蓄電で実験的にやってい
るのは，ある局面で，火力が LFC 能力を提供
できない問題が出てくるからなのです。もし
も，火力が LFC 能力を十分供給できる状態だ
と電池での出番はなかなか回ってこないとい
う感じがします。
小笠原　現状の火力を前提にしたような LFC
のシグナルですと，数時間にわたって一方方
向の指示が来ることがあり，蓄電池は対応で
きませんが，シグナルを別に分けた場合，偏
差が上下に来るのに応じて指示を出すパター
ンになり，それには電池は有効だと言われて
います。それに加えて，応答の正確性によっ
て支払い単価を変えて，性能の良い電池は対
応できるということで，アメリカでは実験し
ているところです。
　それを日本でもできるようにするか，とい
うと，しばらく時間をかけて検討するのだろ
うと思います。日本は，そこまでの細分化の
随分手前のところにあります。まだ，ガバナ
フリー，LFC，EDC（経済負荷配分制御）を
まとめた募集になっています。

諸住　ただ，再エネが増えると LFC 能力も増
やさないといけないというのは，多分，誤解
です。風力も太陽光も 20 分より短い周期の変
動は，互いに連動性がないということが分かっ
ています。10 年くらい前にデンマークの系統
を見に行ったのですが，風力が増えたからと
いって周波数のブレが悪化したという証拠は
全くありませんでした。

小笠原　周波数の乱れについては，同時同量
義務のために，15 分，30 分，１時間毎にイン
バランスを決済することに伴う周波数変動は
強烈に起きていますが，再エネに伴う常時の
周波数変動はそれほど増えていません。

季報エネルギー総合工学
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諸住　電力貯蔵のニーズは，再エネが増える
ことによって増えてきています。しかし，当
面の問題として，電池の寿命自体が社会的に
信頼されてないために，電池のプロジェクト
に融資してくれないという問題があって，大
きな電池の展開ができない状態にあります。
それと，小さな電池が扱いやすいということ
もあって，当面，家庭用太陽光に併設するよ
うな買切りモデルからスタートするだろうな
と思っています。

蓮池　信用されないというのは，ファイナン
スがつかないということですか？

諸住　つきません。理由は電池の寿命が実証
されていないからです。電池メーカーは「10
年もちます」と言うのですが，「本当に 10 年
もった実績があるのか？」と訊かれます。ま
た，お金を出す方もよく勉強していて，電池
は置いている環境によっては突然寿命が尽き
ることがあるということを知っているのです。
だから，実際に動いて実績を積んで行かない
と電池プロジェクトにはファイナンスが付か
ないということがあります。

池谷　それは僕の永遠のテーマでもあります。
電池の寿命はだいぶ延びて来ましたが，寿命
の話をするときには少し注意が必要です。電
力業界は電力システムの寿命を 30 〜 40 年と
見ています。ただしその間，放ってある訳で
はありません。例えば，火力発電所も原子力
発電所も定期点検があります。その度に老朽
化した部品を新品と入れ替えますから，30 年
後には 10 年前のものはありません。そうした
メンテナンスの仕組みを作ってこなかったの
が電池業界の失敗だったと思います。
　電力システムは「１個止まっても大丈夫」
という運用をしています。それは，１個は必
ずメンテナンスするということで，そうした
ビジネスを実現できれば，電力貯蔵システム
も長期に使えると思います。

定置用のマーケット

小笠原　マーケットとして見た場合，ヨーロッ
パ，アメリカ，日本，周辺アジアのマーケッ
トがあって，皆さんはどういうスコープで考
えているのでしょうか。
　アメリカは卸電力市場において５分単位で
エネルギー取引することを許容するようにな
り，エネルギー取引とアンシラリーの時間区
分を揃えながら最適運用をしています。です
から，アンシラリーだけではなくて，エネル
ギー取引にも蓄電池が参入しやすくなってい
ます。ヨーロッパは逆に，系統の方がぐちゃ
ぐちゃになってしまったので，むしろ再エネ
は自家発として使って行くことに決め，その
時に蓄電池を付けて最適化する方向に政策的
に誘導しようとしています。このように，全然，
動きが違っています。
　日本は，今後アメリカのような制度を作っ
て系統で使いやすいようにするのか，ヨーロッ
パのように自家消費用にもっていくのか。そ
の時に EV を系統用に使うのか，自家用に使
うのかによって，海外展開のマーケットの繋
がり方が変わると思います。

第 39 巻 第３号（2016）
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蓮池　電力貯蔵の使い方はどのようになるの
でしょうか？

小笠原　ヨーロッパの方向ですと，自家消費
用として再エネ電力を貯蔵して使うとか，ター
ゲットが見えやすいです。アメリカの方向で
すと，余剰をどう制御するのか，他電源とど
う連携するのか，というところがとても大事
になると思います。制御の仕方がかなり変わ
ると思います。
　一方，系統側に蓄電池を付けるという話と
いうのは，料金の審査側に構造的な問題があ
ります。スマートグリッド開発とか技術開発
側面で蓄電池を付けた方が良いという場合が
あったとしても，見かけ上，電気料金の上昇
要因なので，料金審査上は辛くなります。そ
のため，なかなか電力会社側に先進的な技術
を導入するインセンティブが起きないという
問題があります。スマートグリッド実証とか
再エネ対策で設備投資をする場合には，自動
的に原価に乗せられる規制が普通なのですけ
れど，日本ではそれが認められていません。

蓮池　日本では，系統運用者が蓄電池のコス
トを転嫁できないので，系統用はほとんど期
待できないということでしょうか？

伊庭　コスト回収の理由がつかない，すなわ
ち，蓄電池を買うことで得られる利便性やメ
リットの受益者がだれだかはっきりしない。
みんな蓄電池は必要だとは思っているけど，
コスト負担はしたくない。託送コストが上が

るからいけない，という話になると手を出せ
ないということですかね。

池谷　蓄電池の導入拡大を図る時に，何が本
当にモチベーションになるのか，よく分から
ない。今度の温暖化防止の合意がまとまれば，
それがモチベーションになるかも知れません。
産業政策としてやる場合も，それが日本の産
業を興すのか，海外で興すのかは良く分から
ない。国に返ってくるメリットを明確にして，
CO2 でもエネルギー多様化でも，そこにつな
がるような政策を打ち出さないと，最後には

「無駄な税金を使いましたね」となりかねませ
ん。そうならないためには，何をモチベーショ
ンにするかが重要で，その時に量産効果が出
るような政策が良いのかなと思います。

蓄電池のコスト

蓮池　電力貯蔵設備のコストは徐々に安く
なってきていると思います。具体的にどのく
らいの kWh 単価になっているのか。利用側か
ら求められる単価はどのくらいか。その目標
への到達の見込みといった話をしていきたい
と思います。
　蓄電池のコストについて，『NEDO 二次電
池技術開発ロードマップ 2013』（平成 25 年８
月）に，自動車用と定置用に分けて，現状と
目標値が示されています。図３，図４がそれ
です。

季報エネルギー総合工学

図 3　自動車用二次電池ロードマップ

（出所：『NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2013』）
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諸住　このロードマップは２年くらい前に
作ったものです。その後，少し情勢も変わっ
てきていますが，EV 用も定置用も 2020 年で
約２万円／ kWh が目標になっています。そう
でないと，風力の出力抑制を吸収して採算が
とれないからです。また，EV 用も２万円／
kWh ならガソリン車と競争できるところまで
EV の値段が下がるということで，これが目
安になっています。
　韓国製の定置用やテスラ社製の家庭用で単
価が５万円／ kWh と発表されており，これが
リチウンイオン電池のスタート台みたいな位
置づけになっています。早ければ今年か来年
に 175 ドル／ kWh という数字が出るのでない
かという話も聞きます。
　性能（エネルギー密度）については，EV
の１回当たりの平均走行距離というのは市内
では 40km 程度なので，性能を上げたところ
で，どれくらいユーザーが増えるか疑問です。
充電インフラの整備の方が電池性能向上より
も効果的ではないかという話があるくらいで
す。今は，性能を上げるよりもコスト低減に
重点を置いた方が良いだろうというのが，皆
が感じているところです。
　長期変動調整用では，2020 年に寿命 20 年，
2.3万円／kWhのところを目指しています。2.3
万円／ kWh というのは，NAS 電池が経済産
業省にコミットしている値段ですが，レドッ

クスフロー電池陣営もリチウム電池陣営もそ
れくらいのところを目指して行かないといけ
ないのだろうと思っているところです。
　ただ，リチウム電池は，生産ロットが多い
ところほど電池の単価が安くなるという傾向
があります。日本のリチウム電池メーカーは
数が多く，１社当たりの生産数が少なくて，
それが原因で韓国勢や中国勢に対して競争力
がないというのが今の問題です。最近，いく
つかのメーカーが電池事業を売却するような
ことが起こっています。これから先は「淘汰
の時期」に入るだろうというのが専らの見解
になっています。
　私が講演で良く使う言葉が「電池も太陽光も
蠱毒（こどく）みたいだ」なんです。蠱毒とい
うのは，占いで毒虫を１つ壺の中に入れて，生
き残ったのが最強の毒虫になる，という話で，
中国は完全にそういう産業政策です。太陽電池
でも，潰れた会社の生産ラインを生き残った会
社が引き取るので，どんどん大きくなります。
そういう時に，日本の企業が中小の状態で競争
していると，みんな食われるだけで終るんじゃ
ないかなという懸念があります。
蓮池　今，値段が 2.3 万円／ kWh に近い電池
はどれですか？

諸住　鉛電池などは３〜５万円／ kWh です。

第 39 巻 第３号（2016）

図４　定置用二次電池ロードマップ

（出所：『NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2013』）
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から見れば，市場が醸成されなければ投資リ
スクが大きくなります。日本の電力会社は，
自分の変電所に自分のお金では蓄電池を置く
ことはないと言っています。そうなると，電
池の市場が見えて来ません。しかしそれは，「要
らない」と言っている訳ではなくて，今の発
送分離の発想で考えた時に，電池のコストを
負担する部門がなくてストーリーが描けない
から「やらない」と言っているだけです。
　技術的に蓄電池があれば，彼らも有効利用
を考えると思います。そこで，今，電池産業
が苦しんでいるのではないかと思います。

電池システムのエンジニアリング

諸住　電池産業を見ていますと，今まで鉛蓄
電池は自動車メーカーに納入してきたので，
ほとんど BtoB（法人向け事業）のビジネスし
かやっていなくて，BtoC（個人向け事業）の
経験がありません。そこも電池メーカーが電
力会社に売りたいという指向を強める背景だ
という感じがしています。電力会社としては，
変電所に電池を置くコストが回収できないと
いう理由もあるのですが，池谷さんがおっしゃ

杉田　電池は設備産業です。材料からセルを
造り､ 最後はエイジングしたりして，非常に
長い製造プロセスを持っていますので，コス
トを下げるには大量に造ることが必要です。
そうなると，自動車用で量を確保するのが先
行しないと価格が下がっていかないと思いま
す。ですから，PHV 用でも EV 用でも良いの
ですが，まずそこで量産効果を得て，それが
産業用電池や定置用電池に反映される。ロー
ドマップではリンクしていますが，段階的に
波及していくのだと思っています。

蓮池　家庭用もある程度日本で売れたのです
けれど，１台が数 kWh です。EV の 3 分の１
くらい。やはり，蓄電池の量産に一番効くの
は EV かなという感じがします。

杉田　電池メーカーから見ると，定常的に月
に何千台か蓄電池が出ないと，コストダウン
にはならないですね。自動車メーカー向けに
定常的に月何千台かあって，その周りに産業
用があると言う構造であれば，値段が下がっ
てくると思います。

池谷　量産効果というのは大きいと思います。
18650 型リチウムイオン電池が安くなったの
もそのお蔭です。東芝が南相馬変電所に入れ
た蓄電池も，三菱 i-MiEV に搭載している蓄
電池も同じ電池系と聞きます。同じ材料を使っ
て多用途化していくことが必要でしょう。

蓮池　色々な調査会社が累積生産量を横軸に
とってグラフにすると，対数関数的にコスト
が下がってくるという評価をしています。こ
れからも量産効果で下がっていくということ
でしょうか。

伊庭　EV メーカーとしては，自分が電池を
作らなくても，電池メーカーに造らせて安い
製品が出てくれば，それを買えば良いという
発想があるようです。しかし，電池を造る側

季報エネルギー総合工学
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るように，物理的に置く場所がないというの
が致命傷です。都市部ではほとんどの変電所
が地下にあってコンパクトにできているので，
そこに電池と変換器を押し込む場所はないと
思います。

蓮池　今のお話は，電池メーカーは BtoC で
もっと売れるんじゃないか，ということです
か？

諸住　家庭用蓄電池は，そちらに近いビジネ
スモデルです。電池メーカーは，電池を納入
するという経験はありますが，電池を使って
システムを作るという経験はありません。実
証事業で，日本の電池メーカーは電池を置く
だけで，コントロールしているのは外国側だ
し，インバータも外国製だったら，「これは何
のための実証なのか」と疑問に思うケースが
あります。

蓮池　電池本体でなくて，電池システムを構
築するようなエンジニアリング会社というの
はないのですか？

諸住　現段階ではないですね。インバータメー
カーと１対１でつながっている訳ではないし。
自動車の場合には，自動車メーカーという相
手がありますが，電力系では１対１対応になっ
ていません。性能あっての電池なのでインバー
タが重要なのですが，そちらの方は自社の中
にノウハウを持っていなかったりします。

蓮池　アメリカですと AES，ドイツにはユニ
コスという電池プラントのエンジニアリング
会社があります。

伊庭　今，日本の電気学会でも「電力系統に
おける蓄電池利用・制御技術調査専門委員会」
を設置しています。おっしゃられたように，
電池の使い方のエンジニアリングの話がよく
出てきます。電力会社は電力について詳しい

のですが，電池については今まで使いこなし
てはいません。電力系統の中で電池をどう使っ
たら良いのか分からない。メーカー側として
は，どう使われるかが分からないのでエンジ
ニアリングとして高いレベルで技術を提供で
きない。そこのやりとりをちゃんとして，「こ
ういうものが必要」「じゃあ，こういうふうに
作って行きましょう」と，メーカー側と使い
手側とで情報交換して，どう使ったら良いか
勉強しないといけません。そこにまだ大きな
ギャップがあるという感じがします。

杉田　そこは電池の寿命にも非常に関係して
くるところです。使い方によっては，コスト
がもっと安くなることもあると思います。

蓮池　日本の総合電機メーカーも，関係部署
を集めれば，そういう役割が果たせるのでは
ないでしょうか？

伊庭　日本のメーカーの中も昔ほど連携を取
りあっていなくて，部門毎の独立採算制になっ
ていますし，以外と冷淡だったりすることが
あったりします。

杉田　蓄電池のセル単体での商売というのは，
どこも儲かっていません。セル単体で自動車
メーカーに収めるところでは，韓国勢に大き
く水をあけられています。

諸住　唯一システム売りに近い形になって来
ていると思われるのが，一部のハウスメーカー
がやっている HEMS ＋電池のシステムでしょ
うか。あるハウスメーカーも国内で２万軒く
らいに家庭用電池パッケージが入っていると
言っていました。

蓮池　家庭の安い深夜電力で充電し，また非
常用電源としても使えるということかと思い
ますが，この用途の見通しはどうでしょうか？

第 39 巻 第３号（2016）
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池谷　新築住宅に付けているのだと思います
が，どれだけ使われているか疑問です。

小笠原　東京都の補助金事業の実績では，太
陽光を付けている家の 30 軒に 1 軒くらいは追
加で蓄電池を付けています。非常用に使いま
す，という申請です。また，自治体の方は，「PV
の電力を系統に入れないのであれば自家消費
を」ということを政策的に考えていて，彼ら
はそこのところで非常に熱心です。

池谷　年に１回あるかどうかの停電に対処す
るだけですよね。医療機器などのために本当
に非常用電源が必要であれば分かりますが，
他に経済的メリットがないので一般家庭には
新規に入り難い。ただし，まもなく，FIT 制
度による太陽光発電の買い取りが終了します。
蓄電池の活用があるかも知れません。

蓮池　家庭用蓄電池に対しては，過去２，３年，
かなりの補助金が投入されてきました。それ
でもまだ kWh 当たり 10 万円以上します。

伊庭　確かに，エネルギーを生み出す機器で
はないので、今の価格ではよほど工夫をしな
いと採算がとれないことは明らかです。

安全性

伊庭　あとは日本の電池の優位性を高めて行
く時の切り札は安全性だと思います。国内の
電池メーカーは，かなり安全性に関して気を
使っていて，諸外国に比べてレベルが随分高
いですね。走っている車が後ろから火を噴い
たとか，家の横にある電池が火災を起こした
とかいうことは普及の過程で出てくる可能性
があると思います。そういう点で，日本の技
術をうんと高めておいて，色々な実証試験を
日本国内で繰り返して，課題は実証の中で出

尽させて，普及段階では極めて性能の良い，
安全性の高い電池を供給する。それを国策と
してもサポートして，日本の電池産業の優位
性をキープするというのが１つの方向だと思
います。

諸住　安全性って実績なんです。「安全だ」と
か「20 年もちます」とか言うだけでは信用さ
れません。実証しなければいけません。安全
性というのは，ある程度，量をこなしてから
でないと評価できません。

杉田　製造過程で色々な電池が出てきますか
らね。沢山作ってチャンピオン電池だけ集めれ
ば，安全性は高くなるのですけれど，何万本か
作った時に，そっくり安全性を担保できるか
というとかなり難しいです。製造技術として。

池谷　先ほど伊庭先生が NAS 電池の話をさ
れましたが，NAS 電池だって火災事故を起こ
しましたが，その後に設計を変えました。隔
壁板を置いて延焼しないようにするといった
安全策を取ったと聞きます。

伊庭　IoT を使って，ユニットに対して安全
監視をするという技術，突然温度が上がった
とか，電流値がおかしいというのを検知する

杉田　博昭 氏
㈱ 日立製作所　IoT 推進本部
グローバルプロジェクト推進本部　担当本部長



技術というのは，電池単体の技術とは別に安
全管理をする意味で必要になると思います。

池谷　日産リーフも自分でセル１個１個の温
度と電圧を見ていますからね。

蓄電池以外の貯蔵技術

蓮池　最後の論点ですが，蓄電池以外の貯蔵
技術についてコメントをお願いいたします。
　揚水は別格として，エネルギーを貯められ
るものとして残っているのは，CAES（圧縮
空気エネルギー貯蔵）と水素。それから量は
貯められませんが非常に急峻な状況で貯める
ことができるキャパシタ辺りが効率が良いの
ではないかと思います。
　CAES については，実は今，私どもの研究
所が伊豆で実証機を作っています。従来の
CAES というのは，ガスタービンと組み合わ
せるものでしたが，燃料は使わずに圧縮と膨
張だけで充放電させるので，燃料インフラの
制約がなくなります。そこで，図５のように
圧縮の時に出る熱を大気に逃がさずに貯蔵し
て再利用します。効率は 65％と蓄電池に比べ
ると見劣りしますが，長寿命であることが特
長です。コスト的にはある程度の規模以上で
蓄電池と競争できる見込みです。

伊庭　設置場所は炭坑跡みたいな所ですか？

蓮池　空気の貯槽については，この実証機は
地上置きの鋼鉄製タンクです。地下にうまく
作れると安くなる可能性があります。アメリ
カやドイツでは，天然の岩塩坑がありますが，
日本にはありません。
伊庭　岩塩坑だと空気は抜けないようですね。
日本の石炭を掘った後は使えませんか。

池谷　北海道砂川で，国プロで実施している
のを見学しましたが，ゴム材を貼って，すご
くコストもかかったんですけれど，それでも
漏れたようです。

諸住　岩塩坑があるドイツでもまだ普及して
いません。再エネの貯蔵として有望と言われ
ながら 10 年経っても建つ気配がありません。

蓮池　地下空洞を作る技術も１つの課題で，
天然ガスの地下貯蔵も共通の技術なので，技
術開発が進むことを期待します。

諸住　次に水素ですが，電力に戻すのに水素
を造るというのは，あまり得策ではありませ
ん。ドイツがやっているパイプラインに水素
を混ぜるのも回収効率が 30％ですね。

蓮池　電気に戻す場合，電解と発電が別々の
装置になると，そこでのコストもかさんで厳
しいと思います。水素を造ったら，電気に戻
さずに，車に使えるなら車で使う方が良いと
思います。電解だけの場合には，貯蔵と言う
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図５　Adiabatic （断熱） CAES

◆ 空気を短時間（～1／500秒）で圧縮すると断熱圧縮となり，圧縮機出口では高温になる。
◆ この熱を回収してコンパクトな蓄熱器に蓄えておき，高圧空気を膨張させる前に加熱する。
◆ ガスタービンとの組合せのような燃料インフラが不要で，立地制約が少ない。



よりも需要設備の１つのようになりますが。

諸住　一般の人に「水素は二次エネルギーで
ある」という認識があまりないのも，問題な
ような気がします。

池谷　水素は三次エネルギーです。水素への
転換は，系統に流せない電力を使うのであれ
ば問題はないと思います。揚水にも電池にも
貯められなくて，その次に水素。そして，水
素は運んではダメです。造ったその場で使わ
ないといけません。例えば，風力発電などの
余剰電力で作った水素は，運ばずにその場で
使う（燃料電池自動車に充填する）。
　また，水素貯蔵よりも炭化水素が良いと思
います。火力発電で混焼というのは，石炭に
ダイヤモンドを入れて燃やすようものですか
ら，あれほどバカな話はありません。高純度
の水素なので，化学合成用にすれば良い。水
素貯蔵は難しい。だったらもう少し進めて，
炭化水素を作るのは如何でしょうか？ドイツ
も多分，余った水素で他に入れるところがな
いので，ガスパイプラインに入れているんじゃ
ないでしょうか。メタンなどに変換すれば貯
蔵の心配は要らなくなります。ガスパイプラ
インに入れることもできます。
　もう１つは，水電解による水素製造も安定的
な電気がないと動かないです。変動する電気
では動きません。蓄電池が不可欠になります。

伊庭　蓄エネルギーという観点で言えば，熱
に関してはもう少し活用できると思いますね。
ヒートポンプを含めてとか。風力，太陽光が
作ったあまり品質が良くない電気を熱にして
しまう，というのも悪いアイデアではないと
思います。インバータも要りませんし，あや
しい周波数の電気をそのまま流してお湯でも
沸かすという手もあります。そういう品質の
悪い電気の使い方についての議論が足りてい
ないような気がします。

蓮池　ヨーロッパのように，スポット価格が
ゼロとかマイナスになるような状況だと，確
かに熱に変えるだけでも良いでしょう。日本
では，まだそのような状況は見えてこないか
なと思います。

小笠原　いいえ。連系線の制約もあるので，
九州や東北は早めにスポットがゼロになると
予想しています。

諸住　イギリスのマンチェスターでヒートポ
ンプの実証をやっていますが，600 台入れた
ら配電線が満杯になって配電線を増強しなけ
ればいけないという状況になってしまいまし
た。単純にヒートポンプを置けば良いという
話ではありません。また，熱には熱の品質と
いうものがあって，使える熱と使えない熱が
あります。使えない熱をいくら作っても何の
役にも立ちません。

池谷　ヒートポンプで給水温度を若干上げて
から､ ガス給湯器に入れた方が良いです。そ
うすると効率が上がります。そういった多段
階で行くという考え方もあると思います。捨
てるゴミなら集めても良いじゃないかという
考え方もあって，本当に系統のために使う電
気なのか，余ってしまってどうしようもない
電気なのか色分けがあるのかなと思っていま
す。色分けして要らない方の電気に対しては，
何をやっても良い。
　オランダではマイナス価格が出てきている
ので，「マイナス価格で EV の充電に要りませ
んか？」というアプリが作り出されたようで
す。充電するとお金がもらえるという EV の
利用にとっては美味しい提案もあるようです。
オランダでは，国策もあって，EV/PHV が大
量に導入されています。

蓮池　他の貯蔵技術，キャパシタやフライホ
イールについて何かありませんか？

− 20 − 季報エネルギー総合工学
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池谷　電車の回生電力の吸収にはキャパシタ
やフライホイールが良いですね。電車は効率
が良いので，大きな回生電力が発生します。
より瞬発力のあるフライホイールやキャパシ
タなどに貯めて，使っているようです。

まとめ

蓮池　終りの時間が迫って来ました。皆さん
から一言ずつ頂いて締めたいと思います。

池谷　今日は楽しい話を色々とありがとうご
ざいました。電力貯蔵というのは，系統から
見ると，やはりまだ小さいです。大電力を支
えてきているという観点からすると。その時
に，先ほど申し上げたようにインバータ電源
がだんだん入ってくると，この系統をどうやっ
て安定させていけるのかが結構悩みで，これ
に蓄電池が入って来ても同じです。どれくら
どれくらいの容量（kW・kWh) が導入されて
くるのか想定できていません。
　もう１つは，系統容量が足りない。配電系
統容量が足りなくなるのではないか。電気料
金収入が減り，インフラ投資が進まなくなる
懸念があります。米国やオーストラリアのよ
うに自家発で逃げて行く人が出てきて，その
結果どんどん細くなって行って，今までのよ
うな信頼性の高い電力インフラを作れなく
なって来て，「すみません」ということが頻繁
に起きるようになるのではと懸念されます。
そうすると，またまた電池技術開発が必要と
いう状況になるなど，将来に向けて，系統の
あり方，展開が読めないという状況です。
　究極の課題として，安定した電気が本当に
要るのか，というのもあります。

小笠原　蓄電池は，アンシラリー系を中心に
海外で事業展開が始まっています。エネルギー
利用というのが世界的に難しくなってきてい

る中で，これまで日本では，電力貯蔵は，昼
夜の負荷平準化用に考えられてきました。今
後，再エネ導入拡大を踏まえて，更なる最適
利用が期待されています。蓄電池もそれに貢
献できる，と言うのが一般的な方々のイメー
ジですけれども，制度設計が逆の方向に走っ
ているというところもあります。そういうと
ころの改善については誰にもアイデアがない
というのが現状だと思います。何とかそこを
突破できるようにして行きたいというのが個
人的な今後の課題です。その際，1 日をどう
見通すかとか，計画をどう見通すかとか，そ
ういうところを，うまく情報通信技術を使い
ながらやって行くことになると思います。日
本では需給制約で再エネが問題になっていて，
系統制約ではないので，そこが他のマーケッ
トとの違いではないかと思っています。その
辺を整理しながら，蓄電池の使い勝手が良い
ような制度を作れないかなと思っています。

伊庭　今日は蓄電池の話を中心にしてきたの
ですけれども，系統技術者から考えた時に，
日本の電力系統の中での蓄電池の使い方が良
く分かっていないところがあります。
　蓄電池メーカーと電力会社が協力しあって，
利用の仕方を良く考えて，どのように電力系
統に使えるのか。再エネの普及拡大にも良い

蓮池　宏 氏

（一財）エネルギー総合工学研究所
プロジェクト試験研究部　部長
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し，系統安定化にも良い，という使う技術を
考えて欲しいと思います。
　その中で，制度設計にフィードバックでき
るような重要な技術を出していき，コストの
問題も反映して，「技術的にこういうことであ
るから，こういう形で使って行きましょう」
ということで，正しい制度設計にフィードバッ
クできるように，ユーザーの方も努力して行
かないといけないと思いますし，視野を広げ
て行く必要があると思います。
　再エネは元々品質が良くないものですけれ
ども，品質の悪い電気の使い方や扱い方も別
途あるので，それを最高級品質に上げて使お
うという必要はないはずです。電源の品質が
悪いことに対して「悪いから使えない」とい
うのではなく，それなりの使い方をして行こ
うという議論があって良いのかなと思います。

諸住　電池の利用方法の話をする時に，話し
ている人同士で話が噛み合っていないという
感じがします。欧米などではスマートグリッ
ドの検討においては，Use Case というのを
作って登録して，それを共通のたたき台とし
て，ビジネス的に評価したり，技術的に何が
足りないかといった議論をしたりしています。
これを日本ではできていないのが，話がなか
なか先に進まない，堂々巡りする大きな原因
かなと思っています。そういう対応も NEDO
としてやっていくべきかな，という感じを持っ
ています。

杉田　日本の蓄電池産業は，ずっとトップポ
ジションを走ってきて，今でもそうだと信じ
ていますけれども，やはり，レドックスフロー
があったり，NAS 電池があったり，非常に競
争上優位だと思います。そしてコストだけで
はなくて，使い方も含めた日本の優位性を創
り出し，また自動車産業が幸いに日本のトッ
プ産業ですから，そことの組み合わせによる
競争力の強化といったことで，発展する余地
があると思います。あまりガチンコでコスト，

コストで戦うのではなく，日本の特徴を生か
した戦い方ですね。まだまだ電池そのものも
進化すると思います。鉛電池にしても少しず
つ進化していますし，リチウムも色々な材料
の組み合わせが益々進化すると思います。蓄
電池産業には将来性があると思っています。

蓮池　電力貯蔵は「このように使える」とい
う話が色々語られますが，本当に使おうとす
ると難しい，ということがあります。その難
しさの１つは，制度にかなり影響されること
です。制度を見据えながら，どういうところ
で成り立つのかを見ていないといけないと思
います。先ほどの Use Case も，制度が変わ
ると成立性が影響されますので，常にブラッ
シュアップしていかないといけないと思いま
す。電力貯蔵というのは難しけれども，途中
で出てきた２万円／ kWh できちんとした寿命
の貯蔵デバイスが本当に出て来れば，使い道
が大きく広がるのではないかなと思います。
　今日は大変貴重なお話を伺いまして，誠に
ありがとうございました。



１．はじめに

　近年，木質等の植物系バイオマスから得ら
れるセルロースナノファイバー（CNF）が大
いに関心を集めている。図１に我々の研究グ
ループで製造した CNF の高分解能走査型電子
顕微鏡写真を示す。CNF を紹介するフレーズ
として「鋼鉄の５倍の強度がありながら，５
分の１の軽さ」という特徴がよく言われてい
る。サイズが同じであれば鋼鉄の５倍の引っ
張り強度（３～８GPa）で，比重は５分の１

（1.5g/cm3）である。弾性率は 150GPa 程度ある。
このような，軽量，高強度，高弾性の特長を
生かし，樹脂等に複合化することによる高性
能材料の開発が活発に進められている。また，
繊維幅が可視光の波長より微細であることか
ら，透明材料への応用も進められている。さ
らに，石英ガラス並みの低熱膨張（温度変化

による膨張・収縮度合いが低い），木質等の再
生型資源から製造可能等，他の素材にはない
特徴を持っている。CNF はその名前の通り、
ナノサイズの超微細な繊維であるが、最近は、
酸処理等で製造されるセルロースのナノ結晶
であるセルロースナノクリスタル（CNC）も
含めて、ナノセルロースとも呼ばれている。
　我々の研究グループでは，木質からのバイ
オエタノール製造技術の開発を進める中で，
木質の酵素糖化性を向上させる前処理技術と
して，木質組織をナノサイズの超微細繊維に
ほぐし，酵素との接触面積と機会を増大させ
る，水熱メカノケミカル処理技術を開発して
いる（1）, （2）。得られた超微細繊維は，セルロー
スとともに他の木質主要成分であるリグニン
やヘミセルロースも含有したリグノセルロー
スナノファイバー（LCNF）である。現在，当
研究グループでは，この LCNF を用いた高性
能樹脂複合材料の開発を中心に進めている（3）。

２．セルロースナノファイバーの応用分野

　CNF および LCNF は，軽量，高強度，高弾性，
低熱膨張等の高い物性を持っており，それら
の特徴を活用して，様々な製品への応用が研
究されている。既に実用化・製品化されたも
のもある。表１に CNF の特徴と応用製品例を
示した。CNF はその高い機械的物性の他に，
大表面積や特殊な流動特性等も特徴である。
　CNF の用途として最も注目されているのは、

［寄稿］

　セルロースナノファイバーの展望
　　～基礎・応用・課題～

（国研）産業技術総合研究所 中国センター
機能化学研究部門 セルロース材料グループ グループ長遠藤　貴士

− 23 −第 39 巻 第 3 号（2016）

図１　セルロースナノファイバーの高分解能
             走査型電子顕微鏡写真



樹脂等の補強材料である。自動車等の部材は、
高い強度物性が必要なためガラス繊維やタル
ク等の無機物を添加して補強されている。し
かし，これらは比重が大きい（ガラス繊維：
約 2.5g/cm3，タルク：約 2.7g/cm3）ため，よ
り軽量な CNF（1.5g/cm3）を用いて補強でき
れば，部材を軽量化することができる。自動
車部材の軽量化は，燃費改善に繋がり，地球
温暖化対策として重要である。
　昨年より，大手企業を中心に 100 トン規模
での CNF 製造プラントの建設が新聞報道等さ
れており，コストも 1,000 円／ kg 程度で可能
と言われている。早期に実用化できるターゲッ
ト製品として化粧品への応用も期待されてい
る。水に分散した状態の CNF は，繊維が微細
なほど粘性が高くなり，クリームあるいはゲ
ル状になる。しかし，力やせん断力を印加す
ると，急激に粘性が低下する特性を持ってい
る（チクソトロピー性）。CNF スラリーは，見
かけ上は粘性物のようであるが，肌につけて
も，ベタつき感はない。これは，一般的な
CNF スラリーにおいて固形分濃度は高くても
数％で，そのほとんどが水であり，糊状の物
質は含んでいないためである。その他，増粘
剤や分散剤として食品用途も研究されている
が，CNF のナノ物質としてのリスク評価は完
了しておらず，安全性が担保されていないた
め，研究開発や試作は進められているものの
市場には出ていない。しかし、紙や衣類、食
品（野菜等の食物繊維）等としてセルロース
は古くから利用されており、その安全性は確

認されていることから、CNF の健康リスクは
低いと言われている。

３．セルロースナノファイバーとは

　CNF は，木質等の植物が持っている組織構
造（後述）を基本として製造されており、全
ての植物（木，竹，草等）のほとんどの部位（幹、
枝、葉、花弁等）から製造することができる。
現在，種々の方法での CNF 製造技術が研究あ
るいは実用化されているが，製造プロセスは，
大別すると，図２のように３種に分類するこ
とができる。

［プロセスＡ］精製したパルプを原料として，
湿式での化学的表面処理（TEMPO 触媒酸化
や有機酸誘導体化処理）と機械的処理を組み
合わせる方法（4）, （5）

　極めて微細な３～５nm 幅のナノファイバー
が得られる。繊維長は長い。

［プロセスＢ］パルプ（精製）を原料として，
湿式での機械的粉砕・解繊処理による方法（6）　　
　10 ～ 20nm 幅のナノファイバーが得られる。
ディスクミル（グラインダー，電動石臼）等
の粉砕力を利用する場合は，ナノファイバー
の繊維長は短めになる。高圧ホモジナイザー
を用いた圧力変化で解繊する場合は，繊維長
が長いナノファイバーが得られる。

［プロセスＣ］木粉を直接的原料として，水熱
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表１　セルロースナノファイバー（CNF）の特徴と応用製品例



処理や湿式での機械的粉砕・解繊処理を組み
合わせる方法（1）, （2）, （7）, （8）

　10 ～ 20nm 幅のナノファイバーが得られる。
繊維長は短めになる。

　以上のように，製造方法によって得られる
ナノファイバーの幅に違いがあるが，繰り返
し処理等により，プロセスＢおよびＣでも３
～５nm のナノファイバーが得られる。しかし，
ファイバーへのダメージは大きくなり，結晶
性の低下などが起きる（9）。
　前述のプロセスＣの場合，その製造プロセ
スにおいて精製等は行っていないため，得ら
れた CNF は，リグニンやヘミセルロースを含
有している。そのため LCNF とも呼ばれる。
我々の研究グループでは，プロセスＣを中心
に，木質等からの直接的 LCNF 製造技術（水熱・
メカノケミカル処理技術），樹脂等との複合化
技術および LCNF の特性評価技術を中心に研
究開発を進めている。
　木質組織では，後述のように，生合成され
たセルロース分子の自己集合体である幅３～
５nm のセルロースミクロフィブリルが，CNF
の基本である。つまり，10～20nm幅のCNFは，
幅３～５nm のセルロースミクロフィブリルが
数本集合した構造である。この集合力は強く，
シングルナノファイバーまでほぐすためには，
化学的処理が必要となる。前述の TEMPO 触

媒を用いた酸化処理では，セルロースの６位
を選択的にカルボキシル化することができる。
カルボキシル基をミクロフィブリル表面に導
入することで，静電的反発により，ミクロフィ
ブリル 1 本まで分離させることができる（4)。

４．セルロースナノファイバー製造技術

　木質等からの CNF 製造では，木質の本質的
な組織構造を利用して製造されており，また，
CNF の利活用では，木質組織と木質成分の特
徴把握も重要であるため，本項では，木質の
基的特徴から CNF の製造原理や効率化などに
ついて解説する。精製したパルプを原料とす
れ ば CNF， 木 質 か ら 直 接 的 に 製 造 す れ ば
LCNF が製造できるが，基本的事項は同じで
あるため，ここでは CNF に用語を統一して解
説する。

（１）木質組織構造とセルロースナノファイ

　バー製造メカニズム

　木質の主要成分は，セルロース，ヘミセル
ロースおよびリグニンである。木質成分中，
セルロースの割合が最も多く，約 50％を占め
ている。セルロースおよびヘミセルロースは，
分子が糖で構成されているが，リグニンは，
ベンゼン環を持つ芳香族系化合物である。
　植物体内で生合成されたセルロース分子は
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図２　セルロースナノファイバーの各種製造プロセスと特徴
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直ちに，規則正しく自己集合してセルロースミ
クロフィブリルと呼ばれる分子集合体を形成
する。植物の場合，6 × 6 本のセルロース分子
から構成されると言われている。このセルロー
スミクロフィブリルがヘミセルロースやリグ
ニンを接着剤のようにしてさらに集合・積層す
ることで細胞壁や木質組織が形成されている。
このミクロフィブリルは幅３～５nm，長さ数
μ m と超微細なナノ繊維であり，CNF の基と
なっている。木質組織は，ミクロフィブリルが
水素結合や分子間力で集合・積層したナノ構造
体であるため，適切な方法で木質組織をほぐせ
ば CNF を製造することができる。
　木質の主要成分中，セルロースのみが結晶
構造を持っているが，このミクロフィブリル
がセルロース結晶の本体である。このミクロ
フィブリルは数μ m の長さがあり，その途中
には，分子配列のそろった結晶部分と乱れた
非晶質（アモルファス）部分が存在している。
木質組織は，ミクロフィブリルが集合・積層
した構造であることから，別の表現で言えば，
木質組織はミクロフィブリルと言うセルロー
スナノ結晶の集合体である。
　木質は，建物等の構造材や建材，桶などの
道具として古くから利用されている。法隆寺
の金堂は現存する世界最古の木造建築と言わ
れており，木質の強靱，高強度，高耐久性と
いう特性は歴史的にも実証されている。その
ため，木質組織をほぐして CNF を製造するの

は簡単ではない。その特性はセルロース分子
が本質的に持っている物性とともに木質細胞
壁の構造にも由来している。
　図３に示すように，木質の細胞壁は，外側
から細胞間層，一次壁，二次壁と続いている。
二次壁ではミクロフィブリル（CNF）が同一
方向に並んで層状に積層し，その層は大きく
３層（S1，S2，S3）に分かれている。この中
でもS2層が最も厚くセルロース含有量も多い。
二次壁の各層では，ミクロフィブリルの方向
が 90 度近く異なっており，それらの層が積層
することで木質は高強度・高靱性の特性を発
揮している。二次壁の最も外側の S1 層は内側
の S2 層の周囲をバンドのように取り囲んだ構
造で，樽や桶におけるタガに相当している。
ヘミセルロース等によるミクロフィブリル

（CNF）の接着と，タガに相当するような組織
構造が，木質の強靱化要因である。木質から
効率的に CNF を製造するためには，木質が本
質的に持つ，強靱化要因を部分的にでも破壊・
除去する必要がある。

（２）バイオエタノールと木質のナノ解繊

　近年，地球温暖化対策やエネルギーセキュ
リティーの観点から，カーボンニュートラル
な再生可能資源であるバイオマスを原料とし
たバイオ燃料製造が世界的にも重要な課題と
なっている。現在，トウモロコシ（デンプン）
やサトウキビ（搾汁液中のショ糖）を原料と
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図３　木質組織の構造モデル



して，アメリカやブラジルでは大規模に自動
車用燃料となるバイオエタノールが製造され
ている。しかし，これらの原料は可食性バイ
オマスであり，様々な弊害が起こっている。
そのため，食料と競合しない木質や稲ワラ等
の非可食性バイオマス（リグノセルロース）
を原料としたバイオエタノール製造技術に関
する研究開発が世界的に行われている。バイ
オエタノール製造技術開発は，長い歴史があ
るが，古くから研究されている硫酸を用いた
酸糖化法に替わって現在は，収率や環境負荷
の点から，酵素糖化法が主流である。
　木質等のリグノセルロース原料からバイオ
エタノールを製造するためには，木質を構成
している，セルロースやヘミセルロースをセ
ルラーゼ等の酵素で加水分解して糖に変換（糖
化）し，酵母等（必要に応じて，遺伝子組み
換え菌）で発酵する必要がある。しかし，木
質は極めて安定かつ強靱なため，事前に処理

（前処理）を施さないと，酵素ではほとんど糖
化できない。我々の研究グループでは，木質
からのバイオエタノール製造技術開発におい
て，木質の酵素糖化前処理技術として，木質
のナノ解繊技術を開発している（1）,（2）。セルロー
ス等の木質成分を効率的かつ効果的に酵素糖
化させるためには，酵素がセルロースに接近
しやすくする必要がある。木質をナノサイズ
にすることで，酵素との接触面積と接触の機
会（アクセシビリティー）を向上させること
ができる。

（３）木質の機械的粉砕処理

　物質を機械的な粉砕処理で微細にしようと
した場合，実験室的にはボールミルは取り扱
いが容易である。木質からのバイオエタノー
ル製造のための前処理技術としてボールミル
を用いた乾式粉砕の有効性は古くから知られ
ている（10）。
　基盤試験として，木質チップを，200 μ m 程
度に粗粉砕した木粉を原料として，ボールミ
ル処理試験を行った。その結果，１時間粉砕

後には平均粒径約 20 μ m の微粒子が得られた
が，さらに粉砕時間を延長しても到達できる
平均粒径は 20 μ m 程度のままであった。一般
的に，粉砕処理で得られる粒子サイズは，原料，
装置，処理条件に依存し，単純に粉砕時間を
延長しても乾式粉砕では１μ m の木質微粒子
を得ることはほとんどできない（11）。これは，
粉砕時に，物質の微細化と同時に生成微粒子
の再凝集が起こり，両者のバランスで最終的
な到達粒径が決まるためである。条件が最適
で無い場合は，長時間粉砕により，1 次粒子の
再凝集による造粒が起こる場合もある。図４

にパルプを原料として乾式ボールミル粉砕し
た場合の，粉砕時間と生成粒子の粒度分布の
関係を示した。粉砕初期では，時間と共に微
細化が進行するが，長時間粉砕では大きな粒
子が生成している。
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図４　ボールミル粉砕時の微細化と凝集

　機械的粉砕は，比較的操作が容易なため，
様々な場面で利用されている。木質やパルプ
の微細化方法として，ボールミル処理はよく
行われている。しかし，これまでに，「木粉の
粉砕を試みたが微細化が進行しない」等の質
問を何度か受けたことがある。粉砕処理は，
比較的簡単に考えられている場合も多いが，
粉砕と化学反応は関係している。ある物質を
微細化しようとした場合，その物質を構成し
ている要素間には何らかの化学結合（共有結
合や水素結合等）が存在している。微細化す
るためには，その化学結合を切断する化学反
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ス成分の結晶性やリグニンの有無は酵素糖化
性に影響する本質的な因子ではなく，木質を
ナノサイズにして，酵素がアクセスできる表
面積を増大させることが重要であることも明
らかにした（1）,（2）。次項で解説する比表面積（ナ
ノ解繊の程度）と酵素糖化性には高い相関が
あることも確認している（12）。
 

（４）木質の湿式粉砕によるセルロースナノ

　ファイバー製造

　前述のように，木質の乾式粉砕では，ナノ
サイズの生成物を得ることは困難であった。
種々の方法を検討した結果，木質をナノサイ
ズにする方法として，紙パルプ分野で行われ
ている，叩解（こうかい）処理が有効と考え
られた。紙の強度物性を向上させるためには，
太いパルプ繊維をさらに微細な繊維にしたり，
表面を毛羽立たせたりすることが必要となる。
微細な繊維や毛羽立ちにより，繊維同士の絡
まり合いや繊維間の水素結合による接触点が
増大し，紙の物性が向上する。叩解プロセス
では木質等から製造したパルプ原料を水とと
もに，機械的にせん断力や圧力を印加して，
木質組織をほぐす方法である。製紙分野では，
フィブリル化とも言われている。このプロセ
スにおいて，水は，組織の内部に浸入して，
クサビのような作用をし，組織を繊維状にほ
ぐす。また，水はほぐされた繊維同士の再凝
集も抑制している。
　叩解と類似の処理は，操作が容易なボール

応が必要となる。物質Ａが物質Ｂに変換され
る化学反応では，物質Ａが持つエネルギーと
物質Ｂが持つエネルギーの差以上のエネル
ギーを印加する必要がある。このエネルギー
は活性化エネルギーと言われている。活性化
エネルギーは反応のしきい値である，エネル
ギーの印加量が少ない場合，反応は進行しな
い。この考え方は，粉砕でも同様である。図

５のように，遊星型ボールミル（自転公転運
動により容器内のボールに運動エネルギーを
与えて物質を粉砕する装置）を例に考えると，
装置の回転数が低い場合，物質はほとんど微
細化しないが，しきい値を超えた回転数で運
転すると，微細化が進行する。つまり，化学
結合を切断できるだけのエネルギーを回転に
よりボールに与えることができれば，物質は
微細化する。このしきい値の考え方は，粉砕
では重要である。さらに，粉砕装置には，最
適な，原料の特性やサイズがあり，１台の装
置で，無理矢理に微細化をしようとするより，
サイズに応じて複数の装置を多段階で用いる
方が，処理効率が高い場合も多くある。
　前述のように，木質原料を乾式ボールミル
処理しても，１μ m 以下の微粒子はほとんど
得られないが，得られた 20 μ m 程度の微粒子
を詳細に解析すると（1），さらに微細な５nm 程
度の塊（ドメイン）から構成されていること
が分かった。この結果から，木質をナノサイ
ズにすれば，酵素糖化性を向上できるとの結
論に至った。さらに，種々の解析から，セルロー
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図５　機械的粉砕としきい値



ミルを用いた湿式粉砕処理により実施するこ
とができる。我々が行った試験では，粗粉砕
により得た木粉(200μm)を， 固形分濃度5wt%
になるように水に浸漬し，湿式ボールミル粉
砕を行った。２時間程度（試料量や装置に依
存する）処理することで，木粉の形状はなく
なり，クリーム状の生成物が得られた。水を
アルコール置換後に凍結乾燥し，乾燥物を高
分解能走査型電子顕微鏡で調べた結果，幅 10
～ 100nm 程度の超微細繊維が生成しているこ
とを確認した。
　CNF の生成度合いの評価方法としては，高
分解電子顕微鏡等による直接的な形態観察が
一般的である。しかし，試料の一部しか観察
できず，また，全体を平均化して数値化する
ことも困難である。そこで，ガス吸着法（BET
法：ブルナウアー・エメット・テラー法）を
用いた比表面積測定による評価を行った。比
表面積測定では，乾燥試料が必要となるが，
大量の水を含んだ CNF をそのまま凍結乾燥し
た場合とアルコール置換して凍結乾燥した場
合で，比表面積を比較した結果，水から直接
乾燥の場合は，16m2/g，アルコール置換の場
合は，174m2/g と，10 倍以上の違いがあった。
つまり，CNF の製造時には大量の水が必要で
あるが，CNF の凝集力は極めて強く，利用時
に CNF の凝集を抑制して水を除くためには，
様々な工夫が必要となる。

５．木質からの効率的リグノセルロース
　ナノファイバー製造

　前項では，ボールミルを用いた湿式粉砕処
理による CNF 製造について述べたが，ボール
ミルは，ラボ等での基盤的試験としては実施
しやすいものの，大量・連続処理は困難である。
そこで種々の湿式粉砕装置について検討を
行った結果，ディスク型（石臼型）粉砕機（増
幸産業㈱のマスコロイダー）が効果的であっ
た。しかしながら，ディスクミル処理ではボー
ルミル処理ほどのせん断力や圧力が印加でき

ず，広葉樹のような硬質な木質ではナノ解繊
の効率化低下した。
　そこで，木質組織を脆弱化して湿式粉砕に
よる解繊処理を効率化させるプロセスについ
て検討を行った。その結果，予備的粉砕処理
と水熱処理を組みあせることで木質組織を脆
弱化できることが分かった。これらの複合処
理を水熱メカノケミカル処理と呼んでいる。
予備的粉砕処理としては湿式高速カッターミ
ル（増幸産業㈱のミクロマイスター）が効果
を示した。水熱処理とは，圧力容器などを用
いて 100℃以上にした加圧熱水による加水分解
作用を利用する処理である。140℃程度から，
ヘミセルロースの加水分解が起こり，セルロー
スは 230℃程度から加水分解する（13）,（14）。こ
の処理では，化学的な薬品を添加することな
く，温度を変化させることで水のみで選択的
な加水分解処理を行うことができる。
　前述したように，木質の強靱化要因として，
内側の組織を縛り付けている細胞壁構造とヘミ
セルロース等の接着作用がある。上記の，予備
粉砕処理は，強固な組織構造（タガの構造等）
を部分的に破壊する。水熱処理では，ヘミセル
ロースが部分的に加水分解され，接着剤の作用
が弱まる。これらプロセスにより，木質の強靱
化要因は部分的に破壊や分解され，木質組織は
大きく脆弱化する。最終段階として，ディスク
ミル処理を行うことで，効率的かつ効果的に木
質組織がほぐされて CNF が製造できる。この
プロセスでは，脱リグニン等の精製操作は行っ
ていないため，得られる CNF はリグニンやヘ
ミセルロースを含有した LCNF である。共存
しているリグニンやヘミセルロースはセルロー
ス表面に付着している（15）。図６に水熱メカノ
ケミカル処理のモデルを示した。
　精製工程を経たパルプからは，比較的容易
に CNF が製造可能であるが，これは，木質チッ
プなどのパルプ化の工程で，強靱化要因であ
る組織構造の破壊とヘミセルロースやリグニ
ンの分解・除去が行われているためである。
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６．セルロースナノファイバー製造装置

　CNF の製造では，化学処理を併用する場合
でも，機械処理は必須である。前述のディス
クミル（電動石臼）は，CNF の研究開発を行っ
ている企業や大学にはほぼ導入されている。
ディスクミルは，元々，豆腐製造時の大豆の
すり潰しや野菜ジュース等の食品用の粉砕装
置として開発されたが，セラミックディスク
のすり合わせが精密であるため，CNF の製造
でも有効である。他の CNF 製造装置としては，
高圧ホモジナイザーもよく用いられている。
この装置は，セルロース原料の水分散スラリー
に高圧をかけて，細いスリットから大気圧に
噴出させることによる圧力変化と衝撃力で，
組織をほぐして CNF を製造する。ディスクミ
ルはディスク間のクリアランスを調節するこ
とで，原料のサイズの自由度は比較的高いが，

高圧ホモジナイザーでは，原料サイズが大き
いと，詰まり等の原因にもなる。我々の研究
グループでは，均一な CNF および LCNF が必
要な場合には，最初にディスクミル処理し，
次に高圧ホモジナイザーを用いて均質化処理
を行っている。図７に一般的な機械処理によ
る CNF および LCNF 製造プロセスを示した。
その他の装置としては，機械式ホモジナイザー
や超音波ホモジナイザーも用いられているが，
CNF 製造よりは均質化処理としての利用が多
い。図８には，我々が用いているディスクミ
ルおよび高圧ホモジナイザーを示した。
　ディスクミルおよび高圧ホモジナイザーの
いずれの方法でも CNF および LCNF の製造で
は，大量の水が必要であり，得られた CNF も
大量の水に分散した状態（固形分濃度は１～
５wt％程度）となる。そのため，利用時には
目的に応じて水の除去が必要となる。
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図６　水熱メカノケミカル処理によるリグノセルロースナノファイバー製造モデル

図７　一般的な機械処理によるセルロースナノファイバー製造プロセス



７．リグノセルロースナノファイバー複
　合化技術

（１）ナノセルロース複合化における課題

　我々の研究グループでは，これまでに木粉
やパルプ粉末と樹脂との複合材料に関する研
究開発を進めてきた。このような複合材料は
WPC（木材プラスチック複合材，樹脂含侵型
と区別するため混練型 WPC とも呼ばれる）と
呼ばれており，国内市場は年間４万トンある
と言われている。
　前述のように，セルロースは 230℃程度から
加水分解するため，木粉を複合化できる樹脂
の種類にはある程度の制限がある。一般的に
は，溶融温度が 200℃程度以下のポリプロピレ
ン等のオレフィン樹脂との複合化に関する研
究開発が中心である。この点は，CNF の樹脂
複合化においても同様である。
　CNF および LCNF の樹脂複合化では，木粉
系では，大きな課題ではなかった脱水・乾燥
が重要となっている。CNF の製造工程では，
クサビ様の働きをして木質組織をほぐすため
に ｢ 水 ｣ が必須である。そのため，生成物は
大量の水（90wt% 以上）に分散した状態で得
られる。ポリプロピレン等は疎水性樹脂であ
り，複合化工程では水を除去・乾燥する必要
がある。しかし，CNF は凝集性が極めて高く，
単純な加熱乾燥等では，強度に凝集する。凝
集した CNF は，再度，元のナノ繊維状態に戻
すことは困難である。また，CNF の凝集塊は，
それがミクロンサイズであっても，複合材料
の欠陥となり，物性低下を招く。

　CNF を用いた高性能複合材料開発では，
CNF の凝集抑制とマトリックス樹脂中への均
一分散が極めて重要である。さらに，セルロー
スとオレフィン等樹脂の化学的性質が異なっ
ているため，お互いを化学的に結びつける界
面活性剤や相容化剤などを用いた界面制御も
重要である。

（２）均一モデル系での複合化試験

　CNF の樹脂複合化材料の開発初期（約 10 年
前）では，10wt% 以上樹脂に複合化しないと，
補強効果が発現しないと言われていた。10wt%
以上の CNF 複合化では，複合材料中で CNF 同
士の接触とネットワーク構造が形成されて，複
合材料の物性は向上する。しかし，CNF は高
い物性を持っていることから，少ない添加量で
も物性向上効果を得られると考えられた。我々
は，CNF の補強効果を確認する目的で，水系
均一モデル系試験を実施した。試験では，ポリ
ビニルアルコール（PVA）水溶液に，CNF を
撹拌器や超音波ホモジナイザーを用いて均一分
散させた後，キャスト法によりシートを成形し，
切り出したダンベル型試験片の強度を評価し
た。その結果，わずか 1wt%CNF 添加で，引っ
張り強度は 20% 以上，10wt% 添加では 40% 以
上向上した。また，水系ポリウレタンへナノセ
ルロースを複合化した場合も，1wt% 添加で引っ
張り強度および弾性率が大きく向上し，伸び率
もナノセルロース未添加の原料と同等以上で
あった。これらの結果から，CNF をマトリッ
クス樹脂に均一分散させれば，少量添加でも樹
脂補強効果が発現できることが確認できた。
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（３）ポリプロピレンへの複合化試験

　大量の水に分散している CNF をポリプロピ
レンに複合化させる方法として，CNF を凍結
乾燥して樹脂と複合化させる基盤試験はよく
実施されている。我々も，ヒノキを原料とし
て デ ィ ス ク ミ ル に よ り 直 接 的 に 調 製 し た
LCNF を凍結乾燥した後，ポリプロピレンと
複合化を行った。その結果，凍結乾燥ナノセ
ルロースを 30wt% 添加した複合材料では，
CNF 未添加のポリプロピレン単体と比較して
引っ張り強度は 37% 向上した。さらに，CNF
のスラリーに 0.2wt% ステアリン酸ナトリウム
を添加した後に凍結乾燥した系では，さらに
10% 以上強度物性が向上した。この結果は，
前述のように，凍結乾燥でも CNF の凝集抑制
は十分でないが，ステアリン酸ナトリウム添
加により，凍結乾燥時の CNF 同士の凝集が抑
制され，樹脂への分散性が向上したためと考
えられる。しかし，0.2wt% 以上のステアリン
酸塩を添加すると逆に強度物性は低下した。
これは，ステアリン酸塩自身が樹脂と混合す
ることで強度を低下させたためと考えられた。
CNF の利用では，他の物質の添加などはよく
行われるが，添加した物質が最終的な材料の
物性を低下させることも多いため，注意が必
要である。

　前述のように，凍結乾燥法の利用は，基盤
試験としては実施しやすいものの，基本的に
は高コストな方法であり，最終製品が凍結乾
燥物によって特別に高性能化できる場合でな
ければ，実用化は難しい。
　そこで，高含水 CNF の脱水・乾燥と樹脂複
合化を同時進行させる，マスターバッチ法に
ついて検討を行った（16）。ポリプロピレン等
の樹脂の溶融温度は 180 ～ 200℃であり，この
溶融状態で高含水 CNF をそのまま複合化させ
ようとすると，急激な水の蒸発により，CNF
は強度に凝集する。凝集体は，複合材料の物
性低下を引き起こす。そこで，融点が 100℃以
下の特殊樹脂を用いてマスターバッチを作製
することとした。特殊樹脂としては，オレフィ
ンの物性改良用樹脂（三井化学㈱のタフマー
等）を用いた。比較的低温で溶融させた特殊
樹脂に高含水 CNF を少量ずつ添加し，ゆっく
りと水を蒸発させながら均一に混練した。最
終的な CNF 濃度を 50wt% とした。このマス
ターバッチは，次いでポリプロピレンと溶融
混練することで所定濃度まで希釈した。図９

にヒノキ由来 LCNF を用いて作製した複合材
料の強度試験結果を示す。ポリプロピレン単
独と比較して，マスターバッチ法および凍結
乾燥法の利用法とも，複合材料の強度物性

図９　ヒノキ由来リグノセルロースナノファイバーを用いた複合材料の強度

− 32 − 季報エネルギー総合工学



（引っ張り強度，弾性率）は向上し，凍結乾燥
よりもマスターバッチ法の方が，高い結果で
あった。しかし，物性値の中で伸び率は特徴
的であった。ポリプロピレン単体は 700% 程度
の伸び率を示したが，凍結乾燥ナノセルロー
スでは５wt% 添加で，60% 程度まで大きく低
下した。一方，マスターバッチ法では，５
wt% 添加で 400% 以上の伸び率を保持してい
た。このことは，LCNF がマトリックス樹脂
中で均一に分散していることを示している。
セルロース自身は伸びる特性が極めて低い物
質 で あ る た め，LCNF が 凝 集 し て い た り
LCNF 同士が接触していたりすると伸び物性
は低下する。この結果は，高純度の CNF を用
いた場合も同様であった。
　我々の研究グループでは，上記の方法の他，
界面活性剤によるナノセルロースの表面コー
ト法による疎水性付与および樹脂複合化（17）や
目的とする樹脂に直接的に固相状態でナノセ
ルローススラリーを複合化させる固相せん断
法（18）の開発も行っている。これまでに開発し
てきた，マスターバッチ法や固相せん断法で
は，少ない CNF および LCNF 添加で，強度を
向上させ，伸び物性にも優れた複合材料を製
造することができた。これらの複合材料は，
他の系では困難とされている耐衝撃性も向上
している。

８．おわりに

　我々の試験では，リグニンやヘミセルロー
スを含有した LCNF の樹脂補強効果は，高純
度 CNF と比較して樹脂補強効果が高い結果を
得ている。他の研究機関でも同様の結果が得

られていることが報告されている。その理由
として，LCNF が持つ，疎水性のリグニンに
よる疎水性樹脂との界面接着性の向上が言わ
れているが，LCNF は CNF と比較して凝集し
にくいことも理由として考えられる。高純度
CNF は，大量の水に分散した状態でも放置し
ていると凝集することがある。
　また，実用化の面から考えると，木質等か
らの直接的に製造できる LCNF は，製造時の
精製等のプロセスが必要なく，コスト面での
優位性もあると考えられる。LCNF は，様々
な原料から製造することができるが，ナノサ
イズにすることで，原料のマクロ的な特性は
キャンセルされる。そのため，従来廃棄され
ていた未利用資源（例えば，稲わらやもみ殻等）
や残渣などからも，利用性の高い LCNF が製
造可能である。
　我々が参画していたプロジェクト（19）では，
ヒノキ等の未利用材を原料として，直接的な
LCNF 製造装置の開発，LCNF の樹脂複合化・
成形材料化技術開発等を進めた。このプロジェ
クトでは，LCNF の効果的かつ実用的な複合化
技術を開発し，参加機関の連携により，既存の
設備・金型を用いて，図 10 のような LCNF 複
合化製品の千個単位での試作も達成している。
　現状，CNF の大量生産が進められて，近い
将来，コストは 1,000 円／ kg 程度も実現可能
と言われている。これまでの樹脂添加剤とし
ては，1,000 円／ kg 程度のものも多くあるが，
最終製品のコストから添加できる量は限界が
ある。CNF および LCNF を複合化させる相手
側のオレフィン樹脂は，200 ～ 300 円／ kg 程
度であるため，最終製品の市場コストから考
慮すると，添加できる量は数％までである。

図１０　ヒノキ由来リグノセルロースナノファイバーを用いた複合材料成形品試作例
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　従来から用いられている，汎用的なタルク
等の無機フィラー系複合材料と，単純に強度
面のみで競争するとコスト面もあり勝ち目は
ない。そのため，無機フィラーでは実現困難
であるが，CNF および LCNF を用いることで
初めて達成できる特性を見いだす必要がある。
例えば，無機フィラー系複合材料は，低い熱
流動性から成形加工性が低下する場合がある
が，CNF および LCNF では，熱流動性が向上
する系も報告されている。この特徴を利用し
て，従来の無機フィラーでは成形が困難であっ
た部素材への応用が考えられる。
　現在，CNF を用いた自動車用部素材の開発
が注目されているが，自動車分野は性能とと
もにコスト要求も厳しい。将来的に，自動車
への応用を想定しながらも，現状では，性能
重視で市場展開可能な製品への応用も進める
必要がある。今後，CNF および LCNF を基幹
素材として，日用品から自動車等の高性能材
料まで幅広く応用展開できれば，世界的な重
要テーマとなっているバイオマスリファイナ
リー技術の発展にも大きく寄与できるものと
期待される。
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１．はじめに

　近年，地球温暖化対策の１つとしてカーボ
ンニュートラルとみなされているバイオマス
の利活用推進が図られているが，その利活用
を妨げる要因の１つとして，バイオマスの収
集・ 運 搬 に 対 す る 経 済 的 課 題 が あ る（1）。　　　
一方，化石燃料の枯渇化および地球温暖化に
みられるエネルギーの環境影響への社会的要
請の高まりによって，将来有効な二次エネル
ギー形態として，水素エネルギーが注目され
ている（2）（3）（4）。水素は自然界での賦存量はほ
とんどないが，様々な一次エネルギーから製
造しうる。また，電気と相互変換可能な唯一
のガス体エネルギーであり，燃焼しても水の
みしか生成しない点，非常にクリーンなエネ
ルギーであると言える。水素社会を構築する
アプリケーションとして，燃料電池自動車

（FCV）の開発が進められており，FCV 用の
燃料としての水素供給体制の構築が，国内外
にて開始されている（5）（6）。FCV への水素供給
を考察するに，現在のガソリンスタンドが将
来水素ステーションへ転換していくと想定さ
れるが，ガソリンスタンド同様に全国に広く
賦存するバイオマスをその原料にできれば，
バイオマスの収集 ･ 運搬の課題は軽減される
ことが予想され，再生可能エネルギーの地産
地消の観点でも非常に有効な活用方法と言え
る。加えて，バイオマスからの水素製造は，
再生可能エネルギーであるバイオマスを用い

ることで様々な水素製造方法に比較して LCA
（Life Cycle Assessment）でみて極めて有利な
手法であり，多大な二酸化炭素（CO2）削減効
果が期待できる（7）。

２．水素ステーション構築モデル

　水素ステーションに適用するためのバイオ
マス収集の評価を行う。
　ここに，Q：バイオマス利用可能量（t/y）は，

で与えられる。但し，ｉはバイオマス種別を
表わす。
　木質バイオマスの利用可能量を Qw とすれ
ば（１）式は

となる。ここに，ｉ（木質バイオマス種別）
として，林地残材，製材廃材，果樹剪定，公
園剪定の４種を算入する。また，畜産廃棄物
の利用可能量（Qe）では同様に，畜産廃棄物
種別として，乳牛排泄物，食肉排泄物，豚排
泄物，鶏糞の４種を算入し，農業残渣の利用
可能量（Qa）では，農業残渣種別として，稲
わら，籾殻，麦わらの３種を算入，下水汚泥
の利用可能量（Qs）では，下水汚泥の１種を
算入する。

［寄稿］

　バイオエネルギー活用による水素社会構築の意義

九州大学　水素エネルギー国際研究センター　
客員教授田島　正喜
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n

i=1
Q Qi= Σ ……（１）

4

i=1
Qw Qi= Σ ……（２）



　以上のごとく，バイオマス種ごとの利用可
能量 Q は定義される。
　ここで，S：市町村面積（km2），N：現存ガ
ソリンスタンド数（カ所），ρ：水素ステーショ
ン転換割合（分数）とすると，水素スタンド１
カ所あたりのバイオマス利用可能量 q（t/d）は，

で与えられる。但し，360 日：水素製造プラン
トの年間稼動日数（365 日，定期修理 1 日，年
間休業 4 日）とした。
　また，水素スタンド１カ所あたりのバイオ
マス収集面積 s（km2）は，

となり，バイオマスの収集半径　L（km）は，

で与えられる。

　ここでの L とは図 1 のごとく，ある市町村
に水素ステーションを建設する場合，バイオ
マス供給エリアを市町村の面積より平均分割
しその半径として算出するもので，市町村内
のバイオマス密度は均一と仮定している。ま
た図１は，ある自治体に 20 カ所の既設ガソリ
ンスタンドがあり，このうち 10％（ρ＝ 0.1）
にあたる２カ所が水素ステーションに転換さ
れた場合の L を示している。

３．バイオマスからの水素製造

　木質バイオマス，畜産廃棄物，農業残渣，
下水汚泥からの水素製造量を以下の式によっ
て算出する。これらバイオマスに対して採用
した水素製造方法は，現在実用化に近い技術
より選定した。

（１）木質バイオマスからの水素製造

　ドイツにて開発されたバイオマスの水蒸気
改質手法である，ブルータワーシステムの実
証データをもとに計算する（8）（9）。
　水素製造量を Hw（Nm3/h），木質バイオマ
ス利用量を qw（wet-t/d）とすると，

となる。

（２）畜産廃棄物からの水素製造

　含水率の高い畜産廃棄物から水素を製造す
る手法としては，湿式メタン発酵により生成
するメタンを水蒸気改質し PSA（Pressure 
Swing Adsorption）等にて精製し製品水素を
得る方法が実用的である（10）。
　水素製造量を Hl（Nm3/h），畜産廃棄物利用
可能量を ql（dry-t/d）とすると，

で与えられる。
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図１　バイオマス輸送距離 L
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（３）農業残渣からの水素製造

　農業残渣からの水素製造手法として，近年
実績がある乾式メタン発酵（11）で生成したメ
タンを水蒸気改質し，PSA にて精製する前提
で計算する。
　水素製造量を Ha（Nm3/h），農業残渣利用
可能量を qa（wet-t/d）とすると，

で与えられる。

（４）下水汚泥からの水素製造

　下水汚泥からの水素製造方式は，下水汚泥
のメタン発酵により生成したメタンを水蒸気
改質し，PSA にて精製する前提で試算する。
　水素製造量を Hs（Nm3/h），水汚泥利用可
能量を qs（dry-t/d）とすると，

で与えられる。

（５）ステーションにおける必要水素製造能力

　商用化水素ステーションの必要水素製造量
は，既存ガソリンスタンドにて充填するガソ
リン車と同量の水素充填の必要量として定義
され，通常のガソリンスタンド規模を想定す
ると，200 ～ 300 Nm3/h 規模で採算性が取れ
るレベルにあるとの試算がなされている（12）。
そこで平均的なガソリンスタンド規模（1 ス
テーションあたり約 1,000 台の車に対する営業
規模）に相対する水素ステーション能力 200 
Nm3/h を，以降，水素ステーション構築の基

準となる必要水素製造能力として議論を進め
ることとする。

４．日本全国での水素ステーション構築
　実現性検討

（１）検討の前提

　水素ステーションの転換割合ρは，ρ＝ 0.1
（既存車の 10% が FCV に転換される）とした。
地方区分として，北海道，東北，関東，中部，
北陸，近畿，中国，四国，九州，沖縄の 10 地
方域に分けて評価した。
　平成に入り，地方自治体間で市町村合併（平
成の大合併）が推進していた。1999 年では全
国に 3,232 あった市町村は，2009 年３月には
1,779 と約半減される計画となっており，本検
討は，その途上でのデータを取り扱っている。
　 新 エ ネ ル ギ ー・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構

（NEDO），電力中央研究所が提供する全国バ
イオマスデータ，「バイオマスの賦存量・利用
可能量推計データ」（13）（14）は，原則，旧市町
村（自治体数：2,218）でのデータである。一方，
全国ガソリンスタンド数のデータは，東京ガ
ス㈱，㈱ 価値総合研究所の調査（15）によったが，
このデータには，一部合併後のデータが含ま
れる。本検討ではデータメッシュを細分化す
る観点で，NEDO，電力中央研究所のバイオ
マスデータを基準として評価を行うこととし，
合併後のガソリンスタンドデータは，旧市町
村の人口比率でスタンド数を割り振って合併
前のデータとして評価している。

（２）結果および考察

　木質バイオマス，産廃棄物，農業残渣ごとに，
本結果の水素製造量と輸送距離の関係を，北
海道を代表例として，図２，図３，図４に記す。 
また，下水汚泥に関しては，関東地方を図５

に示した。図中の分数表示は，水素製造量
200Nm3/h 以上を基準として，（水素ステーショ
ン構築可能自治体数）/（対象自治体数）を示
している。バイオマス種ごとに対象自治体数
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が異なるのは，バイオマス種によっては賦存
しない自治体があることによる。
　関東地方の例で示す下水汚泥に関しては，
他の３種のバイオマスの対象自治体数約 360
に比べ 117 自治体と極端に少ないことが特徴
である。しかしながら，関東地方の大都市圏
では多量の水素製造が期待できる自治体が多
いことがうかがえる。これは，エネルギー利
活用可能な下水汚泥が，下水処理場を有する

市町村のみに偏在していることを意味してい
る。下水汚泥は収集・運搬システムが既に整っ
ている都市型バイオマスであることを考慮す
れば，その水素への利活用は他の３種のバイ
オマスとは別に議論する必要があろう。下水
汚泥については，個別に取り上げ後述する。
　地方ごとに，また３バイオマス種ごとに纏
めた全国集計を表１および図６に示す。全国
で水素製造量 200Nm3/h 以上を基準とし，３
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図２　水素製造量と輸送距離
（北海道での木質バイオマス）

図 3　水素製造量と輸送距離
（北海道での畜産廃棄物）

図 4　水素製造量と輸送距離
（北海道での農業残渣）

図５　水素製造量と輸送距離
（関東地方での下水汚泥）

表１　水素ステーション形成の可能性



バイオマス種によって異なる水素ステーショ
ンが同時構築可能とした場合の構築可能自治
体数は 529 カ所にのぼり，評価対象自治体を
2,042 カ所（のべ自治体数 6,127 ヶ所／バイオ
マス３種≒ 2,042）と見積もれば，全国の約
26％の自治体が，本手法によって水素ステー
ションを構築できることが判明した。
　地方によっては構築可能な自治体数に偏り
が見られる。バイオマスの賦存に応じて，東
北地方で最も構築可能な自治体が多い（128 カ
所）。次に，北海道（115 カ所），九州（114 カ所）
が同程度であり，関東では北海道，九州の約
半数（67 カ所）程度の自治体で水素ステーショ
ンが構築できる。他の地方（中部，北陸，近畿，
中国，四国，沖縄地方）は，これら４地方に
比べると構築可能自治体数は少なくなる。
　沖縄地方はいずれのバイオマス種からの水
素ステーションも構築し難い結果となった。
農業残渣に計上したバイオマス種別が，稲わ
ら，籾殻，麦わらの 3 種であったため，沖縄
地方特有に賦存するバガス（さとうきび残渣）
のデータが算入されていない。沖縄地方では
バガスからの水素ステーション構築の可能性
を，個別に検討する必要があると思われる。
　これら水素ステーションが構築可能な自治
体では，３種のバイオマスともその輸送距離
の平均値は 10km 以内であった。バイオマス

のエネルギー利用の課題とされている収集運
搬の問題も，水素ステーションでの水素製造
の原料としての利用を図れば，解決できる可
能性がある。

５．水素ステーション形成黎明期におけ
　るバイオマスの活用

　燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）では，
2015 年より FCV の普及を開始するという

「FCV と水素ステーションの普及に向けたシナ
リオ」を発表している（16）。また，これに合わせ，
水素ステーション構築事業者と自動車各社は，
2015 年までに４大都市圏（首都圏，中京圏，
関西圏，福岡・北九州圏）を中心に 100 カ所
程度の水素ステーションを建設することを共
同発表している。都市部から普及が開始され
る FCV に対して水素ステーション形成初期の
段階では，石油や都市ガス等化石燃料からの
製造水素を用いることが，コスト，供給安定
性等から現実的とみられている。
　前章までは，木質バイオマス，農業残渣，畜
産廃棄物から水素ステーションを構築する可能
性について議論を進めてきた。十分な可能性が
あることが示唆されたが，これら３種のバイオ
マスは，山間部や丘陵部，農村部に賦存するバ
イオマスであり，このコンセプトは水素ステー
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図６　水素ステーション形成の可能性



CO2 を分離回収（CCS：Carbon Capture and 
Storage）すれば，カーボンニュートラルなバ
イオマス利活用を，更にカーボンポジティブ化

（大気中の CO2 濃度を減少させる）でき，温室
効果ガスの大幅な削減に寄与する可能性を秘め
ている。

７．下水汚泥消化ガスの分析と不純物対応

　下水汚泥消化ガスを用いた水素ステーショ
ンを構築するにあたり，消化ガスの増量計画
のある福岡市中部水処理センターを対象に，
消化ガス成分の詳細分析を，2011 年９月～
2013 年２月の 3 年間において，年間変動を見
越して計６回，10 サンプルのデータを蓄積し

ション形成黎明期にはあまり有効ではない。
　これに対して都市型のバイオマスである下
水汚泥は，首都圏を初めとする大都市部にお
いて多量の水素を製造するポテンシャルがあ
ることを前述した。

６．下水汚泥消化ガス－水素ステーショ
　ン構築プロジェクトの背景

　下水汚泥消化ガスのエネルギー活用の現状と
水素ステーション構築のモデルを図７にまとめ
る。現状，下水汚泥の湿式メタン発酵による消
化システムを採用する下水処理場は，約 1,900
カ所の全国の処理場のうち，約 300 カ所である。
消化システムを採用する下水処理場では，その
採用目的が汚泥残渣物の減容化が第一義である
ことから，消化ガスのエネルギー利用率は約
70% 程度となっている。発生した消化ガス（メ
タン含有率約 60％）のうち，42％が熱利用に，
23％が発電利用に用いられているが，約 30％
は利用されずにある。この未利用消化ガスを主
に活用し，消化ガス中のメタンから水素を製造，
水素ステーションにより FCV に供給できれば，
水素ステーション形成黎明期における都市部で
のバイオマスからの水素供給モデルが構築でき
る（図７中，⑤のケース）。加えてこのシステ
ムは，将来的には，水素製造の際に生成する
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図７　下水汚泥からのエネルギー利用の現状と水素ステーションモデル

表２　消化ガス成分の変動



た。表２に示すように，消化ガス中にはシロ
キサンをはじめ，オクタン，ノナン，デカン，
テトラデカン，エチルベンゼン等，高沸点炭
化水素が含まれ，その成分も変動しているこ
とがうかがえた。
　そこで，触媒上で炭素析出し触媒毒になる可
能性のある，これらオクタン～エチルベンゼン
各高沸点炭化水素に対し，最大含有量の約 2 ～
350 倍濃度の模擬消化ガス（標準ガスとして濃
度検定済）を作製し，工業触媒を用いたマイク
ロリアクター（流通系触媒試験装置）で水素製
造実験を行い，工業条件下の温度，圧力におい
て水素製造が持続的に可能であることを確認，
操業条件を確定した。
　また，触媒を被毒する硫化水素は，酸化鉄
で吸着除去した後，更に触媒層前段で水素添
加脱硫法によって精密除去する。シロキサン

は活性炭を用い吸着除去するプロセスとした。
メタンの水蒸気改質法は吸熱反応であるため，
効率向上を考慮し，消化ガス中の不活性な
CO2 は，２段の膜分離によって原料ガスより
予め分離することとした。

８．プロセス設計と水素リーダー都市プ
　ロジェクト

　上記不純物への対応を考慮し，計画した概略
フローを図８に，システム構成を図９に示す。
　メタン約 60％の消化ガス 2,400m3/ 日より水
素 3,300m3/ 日を製造するプロセスで，将来の
カーボンポジティブ化を想定して，一段目で分
離された CO2 は圧縮し液化炭酸としてボンベ
出荷され，レタスのハウス栽培場にて光合成促
進剤として利用される。将来的にはこの CO2
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図 8　概略フロー図

図９　水素リーダー都市プロジェクトのシステム



を CCS によって地中あるいは海中隔離すれば，
大気中の CO2 濃度を減少させカーボンポジ
ティブとなるシステム（BECCS：Bioenergy 
with CCS）に移行できる。下水汚泥を含むバ
イ オ マ ス か ら の エ ネ ル ギ ー 変 換 に お け る
BECCS システムの概念を，図 10 に示す。
　製造された水素はコンプレッサーで昇圧，
蓄ガス器に導入された後，ディスペンサーで
FCV に 70MPa の最高圧力で充填される。−
40℃対応のプレクーラーが設置されており，
急速充填時のガス温度上昇を抑え，空から満
タン充填まで３分間程度で充填完了とできる。
１日に FCV65 ～ 70 台分の充填能力を持ち，
商用水素ステーションとして採算性に十分な
能力がある。水素普及期に対応するため，近
隣のオフサイトステーションへの供給用等と
して，水素ボンベの出荷設備を併設している。
また，大型車両（バス等）への水素充填も可
能な設計となっている。
　本設計仕様をもとに，福岡市（消化ガス供給
他），九州大学（技術解析，評価他），三菱化工

機（設備建設，運転管理他），豊田通商（事業
性評価）らの共同体は，2014 年度の国土交通
省下水道革新的技術実証事業（通称 B-DASH
プロジェクト）に採択され，国土交通省国土技
術政策総合研究所からの委託事業として本プ
ロジェクトを実施している。福岡市が水素の
リーダー都市となるよう，本プロジェクトを

「水素リーダー都市プロジェクト」と命名，福
岡市中部水処理センター内に水素ステーショ
ンを建設，2015 年３月末に開所し，FCV への
充填を開始した。図 11 は開所した水素ステー
ション遠景と FCV「MIRAI」である。

９．おわりに

　本プロジェクトは，下水汚泥消化ガスから
製造した水素を商業規模で FCV へ充填できる
ステーションとして，国内はもとより，世界
的にも初めての試みである。
　平成 27 年３月 31 日の開設以来，FCV 充填
回数は実験充填を含めて約 330 台，水素製造
量約 21 万 m3，CO2 出荷量約 2,600kg の実績が
ある。（2016 年 7 月末）充填実績の詳報は，実
証研究の評価委員会の取りまとめをもって順
次公表していく予定である。
　この世界初の商用規模下水汚泥消化ガス−
水素ステーション構築事業に対して，内閣府
の産学官連携功労者表彰の国土交通大臣賞を
本年８月末に受賞した。
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図 10 BECCS システムの概念

図 11　水素リーダー都市プロジェクトの水素ステーション



　今後は本コンセプトの水素ステーションを
日本全国に，また海外への展開をも視野に入
れて拡大推進していく予定である。更に，再
生可能エネルギー−水素ステーション建設が
なかなか進展しない中にあって，前述した下
水汚泥以外のバイオマス種からの水素ステー
ション構築構想も実施していくことが期待さ
れており，自動車会社等と協議を進めながら，
鋭意研究・開発していくことを計画している。
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１．はじめに

　出力が不安定な風力，太陽光などの再生可能
エネルギー（再エネ）の大量導入が喫緊の課題
となっている。しかし，主力となる太陽光や風
力などの再エネは不安定なため，導入に課題が
あることは以前から指摘されていた（1）。その
対策として，電力系統の強化・柔軟な運用や蓄
エネルギーの導入など様々な手段が挙げられ
ている。いずれも技術的に可能であるが，どの
手段が経済的な電力安定供給を実現できるか
が次の課題となってきた。
　風力発電について風車タワーの建設から電
力系統までの全体最適の観点から検討すると，
風力熱発電（WTES：Wind-powered Thermal 
Energy System）という革新的システムが有
利であると分かった（2）。これは，オンデマン
ドで必要時に発電あるいは 24 時間発電する。
本稿では，まず，これを説明する。
　しかしながら，WTES は現在の日本の制度
に合致しない。なぜなら，現行制度では再エ
ネのオンデマンド発電に価値を認めていない
からである。これまでは，再エネ導入量を増
やすことが第一義であったためこれで良かっ
た。しかし，導入量が増えた現在，発電抑制
が行われるなど歪みが出てきており，今後の
制度変更が必要である。既に，海外の一部で
はオンデマンド発電に価値を認めている。
　しかし，このオンデマンド発電の有用性を
認める制度変更にはまだ時間がかかる。この
現状に対応し，本稿の後半では現行制度に合

致し，かつ経済性の高い分散型風力熱発電に
ついて述べる。これは，コジェネレーション
イメージで設備稼働率を上げることでエネル
ギーコストを下げ，かつ，余剰再エネの吸収・
有効利用も図るものである。
　太陽熱発電に様々なバリエーションがある
ように，WTES にも様々なバリエーションが
ある。そこで，本稿の最後には現時点で考え
得るバリエーションを示した。その１つをシー
メンス社が開発開始した（3）。現在の再エネの
主力である風力発電，太陽光発電，太陽熱発
電はそれぞれ既に長い歴史を持つ。これに対
して，風力熱発電は新しい概念で，今後様々
な形態や用途が出てくるであろう。

２．WTES の概要

　基本タイプの WTES は，非常にシンプルで
ある。図１に示すように， 風車タワー頂部で回
転エネルギーを発熱機により直接熱に変換す
る。その熱は，1 基あたり数百 MW の規模で

［調査研究報告］

　新しい再生可能エネルギー : 風力熱発電（WTES）

プロジェクト試験研究部
新エネルギーグループ　主管研究員岡崎　徹
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図１　風力熱発電（発熱特化）の基本構成



稼働実績を積みつつある太陽熱発電と同じシ
ステムを用いて高温蓄熱（例えば 600℃）にて
安定化させる。その後，熱交換器と蒸気ター
ビンで風況に関係なく需要に応じたオンデマ
ンド発電，あるいは 24 時間安定発電を行う。
　特徴を表 1 にまとめ，以下に補足する。項
目１について。熱機械はカルノー効率に制限
されるため，エネルギー効率が電池の２分の
１程度になってしまう。この明らかな欠点に
より，これまで世界的にも風力熱発電が検討
されることはなかった。しかし，項目２～６
の効果を定量的に評価すると，この欠点を補っ
てあまりあるということが分かった。
　項目２について。２MW のダイレクトドラ
イブ風車では 100 トンを超える重い発電機を採
用する。そのため，ギア式と比べて建設コスト
は約 40% も大きくなるが，ギアロスがなく故
障停止時間および補修費用が少ないため発電コ
ストはギア式と同等か安い。ここに電磁ブレー
キの原理を用いる簡素な構造の発熱機を採用す
ると，約 10 分の１の重量にまで軽量化でき，
建設コストを 30% 程度削減できる。
　項目３について。太陽熱発電の運用により蓄
熱システムが安価な事が証明されており kWh
あたりコストが電池に比べて 20 分の１（～
100 分の１，リサイクル考慮）である（4）。電
池については将来的なコストダウンの期待はあ
るが，電力用途には様々な追加設備が必要で現
状からの大きな低コスト化は難しいと思われ
る。例えば，2016 年までに系統接続された大
型システムの建設例で中国を含めても設備コス
ト 600 ドル /kWh を切った例はなく（5），電気

自動車（EV）用電池等の現状コストより相当
に高価である。中国，チリ，ドバイ，南アフリ
カなど太陽光と電池の組み合わせを選択せず太
陽熱発電を選択した傍証もある。さらに，前述
のようにシーメンス社も開発に着手した電池
は，後述のように短時間補正に向いている。
　項目４について。良風況地域は僻地にある
ことが多く，送電線の新規建設とその低利用
率が問題となっている。欧州と比べて日本の
風力導入量が少ないのはこれが影響している
可能性がある。項目５，６については後述する。

３．風力（再エネ）大量導入条件調査

　従来型風力との経済性比較条件を決めるた
め，諸外国のシステムについて調査した。電
力系統は地域によって成り立ちが異なり多種
多様であるが，再エネという新たな要素に関
してはある共通の特徴が見出された。

（１）スペイン

　 ス ペ イ ン の 2014 年 発 電 量 は，24 万 3,000 
GWh でほぼ東京電力並の発電量である。半島
にも関わらず他国との電力融通量は数 % もな
い。その厳しい状況にも関わらず，発電量ベー
スで 20% を風力が占めるという，非常に大きな
再エネ導入率を誇る。しかし，設備内容を見る
と図２に示すように，需要以上に従来型電力設
備の裕度を強化しており，全ての風力発電が停
止しても全く支障のないシステムを維持してい
る。電源構成を見ると，図３に示すように 2000
年から風力設備の増加に伴いほぼ同量のコンバ
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４
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６

熱機械の採用
回転機に超軽量発熱機を
採用
安価な高温蓄熱採用
高い送電線利用率
風車稼働率の向上
風車の高密度配置

効率が悪くコストアップ
ダイレクトドライブ化コストを
30％削減
畜エネルギーコスト20分の１
数倍の利用率向上
稼働率30％向上
土地利用率の向上

安価な高温蓄熱採用のため敢えて採用
発熱機は発電機の10分の１重量となり，
構造体含めた全設備が経済的に建設可能
太陽熱発電にて大規模な実績あり
発電場所で安定化して送電するため
風況と発電とを切り離せるため
風車の相互乱流影響が少ないため

特徴 コストへの影響 理由

表１　風力熱発電の特徴



インドガス火力（CCGT）を導入している（6）。

（２）デンマーク

　デンマークは，スペインより早く風力の大
量導入に乗り出している。しかし，自国の火
力設備を削減できたのはごく最近で，2010 年
までは風力の導入によっても全く火力を削減
できていなかった。2014 年になりようやく火
力の漸減傾向が見えてきている。これは周辺
国との電力融通可能量が近年 100% となったこ
とも影響している。この状況下，風力由来電
力は安価な時に周辺国に売り，需要時には高
い電力を購入するため世界で最も電力コスト
の高い国となった（7）。

（３）ドイツ，米国

　ドイツエネルギー機構（dena）は風力発電の
系統連携について詳しく検討している。ドイツ

では，2020 年には 2008 年比８% の電力消費量
削減しつつ，全発電量の 30% と相当な量の自
然エネルギーを導入する目標がある。しかし，
発電設備容量計画では，従来型の発電設備はほ
とんど削減しない（8）。現に，ドイツの全風力
設備を合算した場合，24 時間安定して 30GW
近い発電を行う日もあれば，ゼロ出力の日もあ
る。このため従来型発電設備の削減は難しい。
　「風力などの不安定電源でも強固に接続され
た電力系統においては蓄エネルギー設備なしに
大量の再エネを導入できる」との研究結果があ
る。これは技術的には確かに可能であっても，
従来型設備，特に柔軟な運用が可能な火力発電

（待機火力とも呼ばれる）を削減せずに維持す
る必要がある。すると，風力が導入されない時
よりも待機火力の設備稼働率が低くなる一方，
設備償却費は変わらず，保守費は増加し，さら
には出力調整に伴う燃費悪化などのため，化石
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図２　スペインの電力設備裕度

図 3　スペインの電力設備構成（2000 年〜 2015 年）



燃料を削減できても発電コストが増加する。ま
た，広域の系統強化なども必要である。よって，
これらの増加費用も込みで経済性を検討する必
要がある。さらに，そもそも二酸化炭素（CO2）
排出量の根本的な削減のためには火力設備は削
減すべきである。そのため蓄エネルギーによる
再エネの安定化・大量導入が検討されるように
なってきた。例えば，米国エネルギー省（DOE）
の 2009 年度報告書では，欧州などと同様，理
想的な電力系統があれば 20％程度までの再エ
ネ導入には蓄エネルギー設備は一切不要，と記
されていたが，2013 年の報告書では再エネ導
入には蓄エネルギー設備が必要である，と方針
が変わっている（9）。

（４）チリ，アラブ首長国連邦（UAE）

　チリでは 2016 年時点で太陽光発電の買い取
り価格は３円 /kWh まで下がっている。時間
帯によってはゼロ円である。風力は 3.8 円 /
kWh と少し高いが日本の現状より相当に安い。
これらはチリが日照と風況の両方に恵まれて
いるためでもある。これに対して，オンデマ
ンド発電が可能なガス・石炭火力，水力など
は５～７円 /kWh と再エネより高価な価格設
定がなされている（10）。ここに，15 円 /kWh と
高コストであるにも関わらず太陽熱発電を導
入しようとしている。その理由は，安価で信
頼のおける蓄熱を利用して安定発電できるこ
とである。
　UAE のドバイも同様な方針である。電力系
統は地域性があり，再エネはさらに地域性が
強いため直接の参考とはならないが，この状
況を認識しておくのは重要であろう。

４．経済性検討

　前項の事実を踏まえ，３つの手法で電力系
統全体を俯瞰しての風力発電の経済性を検討
した。１つ目は思い切った風況の単純化を行
い，２つ目は実際風況を想定した。３つ目は
また別の観点からマクロな手段で検討した。

（１）単純化風況での経済性検討（2）

　ここでは思い切った簡略化により経済性を
推定した。図４に示すように，6, 24, 48, 96, 
168 時間毎に風が間欠的に定格条件で吹き，全
体としては同じ稼働率 30% となる場合におい
て，そのいずれの時間周期でも一定電気出力
を要求されるという条件を設定した。
　この条件で，従来の風力と待機火力を用い
た従来型風力，風力＋電池，WTES の３つに
ついて，LCOE（均等化発電原価 , Levelized 
Cost Of Energy）に準じた発電コストを試算
した。LCOE と異なるのは保守費，金利を省
略した点である。また，系統全体を俯瞰して
経済的なシステムを検討するため，送電コス
トを追加で考慮した。
　従来型風力の場合，前述のように安定した
系統運用には待機火力が必要である。よって，
火力の設備償却費のうち，風力が稼働してい
る時間分（この場合は設備償却費の 30％）を
算入した。また，大量導入時には需給のミス
マッチにより発電抑制が見込まれるため，こ
れも勘案した。
　「風力＋電池」および WTES での試算は単
純である。風の間隔に応じた蓄エネルギー設
備を準備し，風が吹いている間は発電しつつ

− 47 −第 39 巻 第 3 号（2016）

図４　想定した風況（96 時間毎，168 時間毎は省略）

＜６時間毎＞  　　　＜ 24 時間毎＞  　　　＜ 48 時間毎＞



蓄エネルギーを行い，風が止まれば電池もし
くは蓄熱から出力する。
　試算に用いた主な数値を表２に示す。数値
は欧州データを基本としている。円高時に換
算したため現状よりかなり安いが，中国の実
勢より高い。従来型風力は，ダイレクトドラ
イブ型を想定しているため発電機コストが全
体の中で大きくなっている。
　WTES 用の発熱機の重量は，従来型風力の
発電機の 10 分の１程度と予測されているが，
まだ製作実績がないためコストは 2 分の１に
するに留めた。タワー建設費やその他の建設
費も含めると全体で 30% の建設費削減が期待
されるが，これについてもまだ建設例がない
ためコストに算入していない。熱電変換効率
38% はタービン部分のみの効率で，スペイン
の太陽熱発電所（20MW）の例を参考にした。
通常の火力の効率はボイラ効率などが入るた
めもう少し低くなる。
　表２の右端にはそれぞれの要素部品の設備
利用率（Capacity Factor）も記載した。経済
性には効率や設備コストも重要であるが，設
備利用率も大きく影響するからである。この
意味で，従来型風力は送電線も含めてすべて
が 30% の低稼働率であり，高コスト化の要因
となっている。
　一方，風力＋電池と WTES は，送電線を常
時使うため送電線コストを大きく下げられる。
蛇足ながら，欧州における送電線コストは 0.5

円 /kWh 程度と見積もられており日本に比べ
て相当に低い。欧州の電力網はメッシュ状で
あること，地形が異なることが影響している
と思われる。ただし，近年は景観問題などで
地中線とする例が増えてきており，もう少し
高くなっている可能性がある。
　試算結果を図５に示す。横軸の小さな数字
はそれぞれ風の吹く時間間隔を示す。右端の
168 は 168 時間周期，すなわち一週間周期で風
が吹く場合となる。従来型風力の場合は，風
が止めば火力を運転するだけのため，いずれ
の周期でも同じ発電コストとなる。一方，蓄
エネルギーシステムを利用する場合は長周期
になるほど蓄エネルギーコストがかさむ。
　WTES は，蓄エネルギーコストが相対的に
小さいため 168 時間周期の風況となっても従
来型風力より小さなコストとなった。ただ，
これ以上の周期になると蓄エネルギーコスト
の割合が大きくなるため，さらなる蓄熱コス
ト削減が重要となる。潜熱蓄熱，化学蓄熱や
燃料製造などが期待される。風力＋電池は，
６時間周期では最も安く，現在短周期補正用
に一部実用化されている現状を裏付けている。
　以上を考慮すると，短時間の揺らぎには電
池（kW 補正として利用），長時間の揺らぎに
は蓄熱を利用するのが経済的システム実現へ
のポイントと考えられる。送電線コストを考
えると，遠隔地では WTES，都市近郊では従
来型風力とするのが全体としての最適解にな
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発電機－15rpm
AC/DC, DC/AC

送電線
発電機－15rpm
AC/DC
電池（NaS）
DC/AC
送電線
発熱機
蓄熱

蒸気タービン
発電機－3600rpm

送電線

設備コスト
9,000万円/２MW
4,000万円/２MW
２万円/kW
10円/kWh

4,000万円/kWh
２万円/kW
４万円/kW
２万円/kW
３円/kWh

2,000万円/２MW
2,000円/kWh-t

３円/kWh

10万円/kW

効率（％）
-
93
95
-
93
95
83
95
-
96
93
38
96
-

設備利用率（％）
30

30

30

70

100

30
70

100

要素部品
タワー/ブレード（共通）

従来型風力

風力＋電池

WTES

表２　試算に用いた要素部品の設備コスト，効率，設備利用率



ネルギー容量となる。現実には，例えば予め
このマイナス分を充電（高温蓄熱）してから
運用を始める。さらに単純化のために週毎に
蓄エネルギー設備以降の設備容量を変えた。
現実には年間を通じての最適容量を設定する
必要があるが，今後の課題とした。
　１年間を通じての試算の中から，ほぼ同等
な設備利用率 24% となった例について比較し
てみた。稼働率が同じなので平均出力も同じ
となる。図 6 (a)，(b) はその週の風況で，図７ 

(a)，(b) はそれぞれの蓄エネルギー量の変化で
ある。一週間を通しての設備利用率が同じに
も関わらず風のパターンが異なるため必要な
蓄エネルギー量が大きく異なっている。
　１年間の設備利用率と必要蓄エネルギー量の
関係は図８のようになり，設備利用率と必要蓄
エネルギー量の関係はかなりばらついた。設備
利用率と発電コストのグラフは図９のように
なった。WTESは若干のばらつきがあるものの，
全体に占める蓄エネルギーコストの割合が小さ
いため，ある曲線に乗るような形になった。
　風力＋電池では，毎週の蓄エネルギー量が

るであろう。この従来型風力とのベストミッ
クスも今後検討すべきである。

（２）実データ利用しての経済性試算

　次に，実際の風況を用いて試算した。ここ
では，計算を簡単にするため全てのエネルギー
は一旦蓄電もしくは高温蓄熱されてから電力
に変換されるとした。従来型風力は，設備利
用率だけでコストが変化するので，ここでは
計算しなかった。
　計算では，まず１週間の風況データ（パワー，
kW）を与える。需要変化が主に 24 時間サイ
クルと１週間のサイクルから成り立っている
からである。季節変化は長すぎるのでまだ考
えない。さらに，天候予測により風況が完全
に予測できるとした。
　すると，１週間の全エネルギー（kWh）が
分かり，平均風力（kW）が計算できる。これ
を元の風況から引いた状態で再び時間で積算
すると，エネルギー（kWh）の時間変化が求
められる。風況によってはエネルギーがマイ
ナスに振れるが，最大値との差が必要な蓄エ
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図５　風の間隔による発電コスト変化

図 6　１週間の風況

（a）４月８日〜４月 14 日 （b）７月 22 日〜 7 月 28 日



設備利用率だけでなく風況にもかなり依存す
るため発電コストはかなりばらついた。同じ
設備利用率で見ると風力熱発電の方が必ずコ
ストが安くなっている。風は様々なパターン
で吹くため，多様なパターンに対しても安定
して安価な高温蓄熱が有利である。

（３）米国の主電源化条件を参考にした試算

　米国では州によっては，電力の 25%（kWh
ベース）を風力で賄っており，主電源化も視野
に入りつつある。米国風力産業展（AWEA2016：
2016 年５月 23 日～ 26 日開催 , 於ニューオーリ
ンズ）で，GE 社は風力発電が主電源となる条

件を表３のグレー部分のように発表している。
　GE 社が示した現状値で，従来型風力の最終
的な安定電力コストを試算すると，充電のた
めの電力費と蓄エネルギー設備の１回あたり
のコストの合計となり，現状，約 20 セント /
kWh と高い。やはり，高い蓄電コストがネッ
クとなっている。しかし，GE 社が示した将来
値が達成できれば，これが 5.3 セント /kWh と
なり，現状 5 ～８セント /kWh のガスコンバ
インドサイクル（CCGT）発電と十分対抗でき
る。ただし，前述のように現状の蓄電設備費
で 600 ドル /kWh を切る例はまだ報告されて
いない。
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図７　畜エネルギー量の変化

（a）４月８日〜４月 14 日 （b）７月 22 日〜 7 月 28 日

図８　風車設備利用率と必要畜エネルギー量

図９　風車設備利用率とエネルギーコスト



　これに倣い，WTES で試算した結果も表３

に併記した。ダイレクトドライブが安価にで
きる効果を考慮し，発電コストは，GE 資料よ
りさらに 30% 削減した。蓄電（蓄熱）設備費
は現状値と将来値とを示した。また，WTES
の変換器コストとして LNG 火力の設備費 1.5
セント /kWh を採用した。すると，現状でも
10 セント /kWh，将来コスト 5.0 セント /kWh
となり，CCGT と対抗しうるコストになった。
同じく，シーメンス社のシステムも将来的に
に CCGT 対抗しうると分かった。
　従来型風力と組み合わせるのが電池になる
のか高温蓄熱になるのか，今後の技術開発に
より動向が定まるであろう。

５．風車の稼働率向上と高密度配置

　WTES のコスト削減要因のうち，風車稼働
率向上と高密度配置について説明する。

（１）風車稼働率の向上

　風力発電事業者は電力系統に対して予め 30
分毎の出力を通知し，遵守する必要がある。
未達にはペナルティもある。そのため例えば
図 10 に示すように常に発電出力は実際の回収
可能な風エネルギーから少なく設定すること
になる。また需要がない時間帯には発電抑制
も行われるため，発電機会を逃すこともある。
　WTES は風況と発電出力の切り離しが可能
であるため，風況予測のずれを気にすることな
く全ての風エネルギーを吸収できる。その程度
は場所や風の予測精度により変化しうるため
経済性予測には一部しか考慮しなかった。

（２）風車高密度配置

　ウィンドファームの場合，風向によっては
前列の風車からの乱流が後列の風車に重なる
場合がある。するとこの乱流により回転系は
不規則な負荷を受け軸やギアの損傷が進む。
さらに，電気出力も 40% 程度急変する。これ
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発電（発熱コスト）
蓄電設備費
設備寿命
系統柔軟性

畜エネルギーコスト
変換効率
充電電力
充電電力費
変換器

安定電力コスト

セント/kWh
ドル/kWh
回
－

セント/kWh
－
kWh

セント/kWh
セント/kWh
セント/kWh

現状
4.5
350
3,000

11.7
0.70
1.4
6.4
1.4
19.5

将来
2.5
100
10,000

1.00
0.75
1.3
3.3
1
5.3

現状
3.1
20
10,000

0.2
0.38
2.6
8.3
1.5
10.0

将来
1.8
10
10,000

0.1
0.45
2.2
3.9
1.0
5.0

GE資料
従来型風力 WTES

かなり達成

単位

－

将来
2.5
10
10,000

0.1
0.5
2
5.0
1
6.1

シーメンス

－

表３　風力が米国の主電源となる条件

図 10　実際の風況（実線）と発電量（グラフ）の例



は望ましくないので，風車は卓越風に対して
横方向に羽根直径の３倍，縦方向には 10 倍の
距離をとり，乱流に巻き込まれる確率を減ら
している。このため風車間スペースが大きい。
　WTES は風況と電気出力に直接の関係がな
く乱流による電気出力の変化もない。また，
堅牢な発熱機でダイレクトドライブを実現す
るため回転系の損傷も生じにくい。よって，
狭い面積に多数の風車を配置することが可能
となり，より多くのエネルギーを回収できる。
このためため，狭い日本に好適である。

６．発熱機と発電発熱機

　WTES においてほとんどの要素部品は既に
あるが，タワー頂部に配置される発熱機，あ
るいはここで新たに述べる発電発熱機には容
量や大きさなどで開発課題がある。

（１）発熱機

　発熱機は，回転エネルギーを熱に変え熱媒で
外部に取り出す装置で，若干異なる構成だがト
ラック補助ブレーキのリターダで実用化されて
いる。原理は IH クッキングヒータなどと同じ
で渦電流加熱を用いる。
　具体的には，永久磁石もしくは電磁石を鉄板
に近づけ相対的に動かして磁場を変動させる
と，鉄板に渦電流が発生し加熱される。リター
ダでは発生した熱を空気中に捨てているが，空
気中ではなく熱媒体に熱を吸収させ外部に取り
出す部分（自動車エンジンの冷却イメージ），
および保温・断熱や熱膨張対策の最適設計など
が必要である。規模の点でも開発課題がある。
　発熱機には軽量化という利点がある。発電機
で必要な複雑で嵩張る電機子巻線が不要な上
に，渦電流発生部分を高電流密度にできるため，
原理的にも発電機より軽くなり，試算では従来
型発電機の 10 分の１程度になると予測される。

（２）発電発熱機

　発熱機は発熱動作のみを行うが，発電発熱

機は，発熱動作と発電動作の両方を行う。こ
れには誘導回転機を転用する。
　誘導回転機は，図 11 に示すように，制御に
よってモータにも発電機にもなる。誘導回転
機の定格トルクは，始動トルクや停動トルク
より数分の１と小さい。
　通常の誘導回転機は，始動時には図 11 の曲
線上を過渡的に通過し，定格値にて定常運転
を行う。しかし，定格以外で，例えば停動ト
ルクにて運転を行うと発熱が激しくなり継続
的に使用できない。これに対し，発電発熱機は，
誘導回転機本体に適切な抜熱構造を持たせる
ことでこの特性曲線内のどの条件でも定常運
転可能な状態にしたものである。例えば，風
車により軸が強制的に回転させられている状
態で界磁に直流を印加すれば（滑り＝１），発
熱機となる。滑りを調整すると，発電および
発熱の割合を特性曲線内で自由に調整できる。
　定格で利用される誘導回転機と比べ，同体
格で数倍の回転エネルギーを電力または熱に
変換することができる，究極のエネルギー変
換密度を実現することになる。このため小型
軽量化が期待できる。
　さらに，このシステムでは再エネ余剰電力，
あるいは石炭火力や原発の余剰電力を吸い込
んでヒータによって蓄熱することも可能とな
る。別途ヒータを設けて余剰電力を吸収する
アイデアが出されているが（3）,（11）,（12），それ
ぞれの部材の設備稼働率が小さくなり，その
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図 11　発電発熱機による回転誘導機の特性



上ダイレクトドライブが安価に建設できると
いう特徴がなくなる。
　発電発熱機の課題は，発熱に特化したものと
比べて構造が複雑となり，軽量化の程度も限定
的になることである。定格トルクよりはるかに
大きな停動トルクを利用できる上に，通常の誘
導発電機と異なり発電効率を追求する必要がな
いため軽量化に主眼を置いた設計が可能ではあ
るが，それでも発熱に特化したものほどの軽量
化は難しく，電機子巻線も必要となる。この電
機子巻線は，一般の誘導発電機では正弦波に近
づけるため複雑な分布巻き線を採用するが，こ
の場合には単純な集中巻き線などにして軽量化
を目指すことも考えられる。

（３）ヒータシステムとの比較

　安価な高温蓄熱の特徴を生かし，発電して
から電気ヒータを用いるシステムを組み合わ
せた従来型風力と WTES の比較では，その優
劣は容量で変わる。WTES の熱機械は規模（容
量）により単位出力あたりのコストが決まり，
大型化するほど経済的になり，小型では経済
性が悪くなる。同じ構成であれば，容量の変
化に従って 0.6 ～ 0.7 乗で設備コストが変化す
るという経験則がある。太陽熱発電でのコス
ト 予 測 か ら 外 挿 し た 結 果 を 図 12 に 示 す。
WTES の熱媒循環コストは２本の曲線の間に
あ る。 風 車 １ 基 当 た り 100kW 辺 り を 境 に
WTES（熱媒循環）の方が経済的になること
が分かる。

　ただし，この推定は高温の溶融塩を前提と
したシステムを想定しているため，別の熱媒
を利用した温度帯の異なるシステムでは結果
が異なってくる。

（４）高効率化に超電導

　熱機械は動作温度を上げることで高効率化
する。WTES も動作温度の高温化が望ましい。
しかし，鉄はキュリー温度 7 ～ 800℃以上にな
ると磁性が消失するため，鉄による磁気回路
を利用する発熱機はこの温度以上では動作し
なくなる。
　しかし，超電導は非磁性空間にも大きな磁場
を形成できるため，超高温の発熱機を実現する
ことができる。すでに，銅を赤熱（1,000℃弱）
させるまで加熱した超電導炉が稼働している。
この温度では熱化学による燃料製造，天然ガス
の改質などが可能となる。また，700℃の入力，
10MW 電気出力で熱効率 50% を目指して，超
臨界二酸化炭素クローズドブレイトンサイク
ル・ガスタービンの開発が行われている（13）。

７．分散型 WTES

　以上のように，WTES は電力系統全体とし
て見た場合に最も経済的なシステムとなる。し
かし，前述のように日本の現状制度と合わない
という欠点がある。すなわち，日本ではオンデ
マンド発電に対する価値を認めていない。この
ため，安定化機能を内包する WTES はどうし

図 12　ヒータシステムとの優劣比較
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てもコスト的に不利になる。さらに，熱機械で
あるため大きな規模を必要とするので WTES
の開発着手はなかなか難しい。
　これに対して，新たに提唱されたのが分散型
WTES である。これは，現行制度と合致した
従来型風力と同等の発電を行いつつ，安定な熱
供給を風車周囲に行うことでコジェネレーショ
ンのようにシステムの高稼働率化を実現して，
経済的エネルギー源を実現するものである。
　分散型 WTES の運用例を図 13 に示す。風
車としては数百 kW 程度の容量を選定し，増
速ギアにより誘導回転機を駆動する。この容
量であればギアも軽く修理が容易になるため
ダイレクトドライブ化はあまり必要ではない。
また，制限はあるものの，市販の誘導回転機
をそのまま採用することも視野に入る。誘導
回転機は，前述の発電発熱機として動作する。
運転モードは次のようになる。

①良風況かつ高需要時
　誘導発電機を発電機として従来風力と同等
の発電を行う。また，風況予測の誤差によって
発生した余剰風力エネルギーは，この誘導発電
機にて 200 ～ 300℃程度の熱に変換し，風車位
置における風のエネルギーを全て吸収する。

②良風況かつ低需要時
　系統側で電力を受け取れない際は，100% 熱
に変換し蓄熱する。

③系統電力余剰時
　系統電力余剰時には，その電力を吸収して熱
に変換し蓄熱することで，他の再エネの発電抑
制を回避させ，kWh ベースでの総合的な再エネ
導入量の増加を実現する。この動作には図 10

のモータモードにおける始動状態を利用する。

　発生させた熱は蓄熱し，熱需要に対して風
況と関係なく必要時に供給する。この熱は熱
電素子にて発電したり，吸収型冷暖房機にて
空調出力としたり，あるいは直接暖房給湯，
工場作業用熱源として用いる。
　発熱時にどの程度の温度で抜熱して蓄熱す
るかは重要な点である。高温になるほど各種用
途が広がるため好ましいが，回転機そのものを
発熱させるため電機子の絶縁が課題となる。抜
熱は回転機の冷却でもあるので，電機子から熱
媒を入れて電機子そのものは温度を低くし，二
次側にて所望の温度にまで加熱するなどの工
夫が必要である。
　また，高温になるほど放熱も大きくなる。数
百 kW 程度の容量を考慮するとあまり高温で
の利用は現実的でないと考え，今回は２～
300℃までの温度帯を目標とした。この温度帯
であれば，熱媒循環などからの放熱も少ない。
一方，100℃より高温のため大きな温度差を取
れるために蓄熱材も少なくなる。
　吸収型冷凍機を利用して冷熱を利用する際に
は，この高温により効率が向上する。数百 kW
程度であれば数十軒の熱需要に相当するため長
大な配管も不要で現実的である。よって，小型
風車を各地に展開して利用する際の支障が少な
い。ドイツやデンマークなどでは，発熱だけを
する発熱機で地域暖房用に風力熱（発電）を試
験する動きも出てきており（14），この熱利用の
システムにも十分需要がある。蛇足ながらデン
マークでは暖房給湯用に各家庭に熱供給配管が
巡らされている。コペンハーゲン周辺だけでも
200km 近い長さの配管が敷設されている。

図 13　分散型風力熱発電の構成（例）
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８．WTES の種類まとめ

　WTES は，熱を介することで不安定な再エ
ネを安定化して様々な用途に利用するもので，
その容量，温度域によって用途や必要な技術
が変わる。まだまだ不完全ではあるが，これ
らをまとめた物を表４に示す。状況に応じた
選択が重要である。
　また，WTES で重要な役割を果たす高温蓄
熱技術の現状については表５の通りである。
GWh 規模で実用化されているのは 560℃まで
の 2 タンク式・溶融硝酸塩を採用した顕熱蓄熱
技術である。硝酸塩は硝酸ナトリウムと硝酸カ
リウムを６：４の割合で混合した物で，極めて
安価である。解体時にはそのまま次の高温蓄熱
設備に転用するか，肥料として販売できる。多
数の太陽熱発電所で取り扱い方法が確立され
ており，配管も一般的配管材料で十分な耐久性
があることが確認されている。
　これ以外の蓄熱技術はまだテストプラント
レベルであるが，使用材料の削減やさらなる
経済性を求めて検討が進められている。特に，

人工燃料製造も含めた化学蓄熱は，移動体向
け燃料製造や季節間のエネルギー蓄積などへ
の期待が大きい。

９．おわりに

　WTES という日本で提案された新しい概念
の発電システムを紹介した。電力系統は地域性
もあり，また，再エネにも地域性がある。これ
を勘案しつつ，従来型風力あるいは太陽光など
出力制御としては抑制しかできない再エネと
のベストミックスで経済的な再エネシステム
の構築が可能となる。要素部品の発熱機に開発
要素が残っているが，既存技術の組み合わせで
実現可能である。
　2016 年３月にはドイツ航空宇宙センター

（DLR）と共催で WTES に関するワークショッ
プが盛況のうちに終了し，国際協力体制も構
築した（15）。
　WTES は 100 年以上の歴史がある風力発電，
数十年の歴史の太陽光・太陽熱発電と比べて
新しい技術であるため今後様々な知的財産権

～400℃
～560℃

－

～300℃

～560℃

700℃～

100MW超
（単機１ＭW超）

500kW～10ＭW

500kW以下

－

用途

発電，（余剰電力吸収）
発電
熱の直接利用（農業温室，工場，鉱山，リ
サイクル他），バイオマスガス化（発電用）， 
発電，（余剰電力吸収）
分散型風力熱， 熱の直接利用（蒸発式
淡水化，地域冷暖房，温室加温，農産・海
産物加工・保管， 道路加温， 防雪林代
替）， 発電，（余剰電力吸収）
熱の直接利用（淡水化，工場熱需要，給
食等熱源）， 発電
発電，水素製造， アンモニア製造， 燃料
製造など熱化学

容量 温度域 必要要素技術例・応用先

発熱機， 発電発熱機， 熱媒油， ＣＳＰ併設
発熱機， 溶融硝酸塩， ＣＳＰ併設

発熱機， 発電発熱機， 溶融炭酸塩， CSP
併設

発熱機，発電発熱機，吸収式冷凍機（集
合住宅など大規模冷暖房），バイナリ発
電， 熱電素子発電， ヒートポンプ

発熱機， 発電発熱機， 熱電素子発電

超電導発熱機，超臨界二酸化炭素ター
ビン， 熱電素子

表４　WTES の温度別・容量別組み合わせ

硝酸塩混合溶融塩
煉瓦，コンクリート，砂，砕石
硝酸塩混合物など
多種多様

顕熱蓄熱

潜熱蓄熱
化学蓄熱

エネルギー密度

70kW-h/m3

ほぼ同上
顕熱の２倍程度
200kW-h/m3

蓄熱材料 技術到達程度

GW-h規模で実用化
高炉向けは実用化
開発段階
研究段階

表５　各種高温蓄熱技術
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が得られる可能性があり，各界の積極的な関
与が望まれる。世界的には巨大な市場があり
2014 年には 40GW，２MW 機換算で２万基建
設されている（16）。前述のように，シーメンス
社は開発着手した。地球温暖化対策に貢献す
るためにも日本での技術開発開始が急がれる。
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１．はじめに

　世界の石炭生産・消費量は近年一貫して増
加傾向にあり，世界全体のエネルギー需要の
約 30% を担っている。国際エネルギー機関

（IEA）の予測によれば，今後新興国における
石炭消費量の増加により，2035 年の世界の石
炭消費量は現状の 1.2 倍にまで拡大すると見通
されている。また，現在，世界の発電電力量
の約 40% は石炭火力発電により供給されてい
るが，2035 年には現状の 1.3 倍にまで増大す
るとされている。これは，安価で安定した電
力を大容量で供給可能な石炭火力発電が，多
くの新興国にとって今後も重要な電源である
ことを示していると言える。
　一方で，地球温暖化防止対策として省エネ
ルギーの推進と共に，二酸化炭素（CO2）など
温室効果ガスの排出量削減に向けた取組みも
なされている。2015 年 11 月末から開催された
国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議

（COP21）では，パリ協定が採択され，全ての
条約締約国が参加する温室効果ガス削減の法
的枠組みにわが国も合意し，より一層排出削
減に努めていくこととなった。
　日本の石炭火力発電技術は，過去 40 年にわ
たり環境負荷低減のための技術開発が行なわ

れ，特に，クリーンコール技術（CCT）につ
いては世界最高水準にある。また，発電所の
運転保守技術の高度化により，発電効率の経
年劣化などは最小限に抑えられている。
　前述の通り，世界の石炭火力は今後も重要
な電源として導入されると予想されるが，世
界には既設の古いものも含めて環境対策が十
分でない石炭火力発電所も多くあり，日本の
持つ高度な環境対策技術の輸出支援により，
世界的な石炭需要，および石炭火力の増加と，
環境汚染抑止や CO2 などの温室効果ガス排出
量削減とのジレンマ解決に大いに貢献できる
と考えられる。
　そこで，環境対策技術に関する海外支援を
目的に，アジア諸国として，インド，スリラ
ンカ，インドネシア，タイ，フィリピン，ベ
トナム，マレーシア，ミャンマー，中国，パ
キスタン，北南米諸国として，米国，カナダ，
ブラジル，チリ，欧州諸国として，ドイツ，
フランス，イタリア，ポーランド，英国，チェ
コ，セルビア，ボスニア，ウクライナ，ブル
ガリア，その他の国として，トルコ，南アフ
リカ，オーストラリアを加えた計 27 カ国の今
後の発電電力量予想，石炭火力発電所の特徴，
環境規制の動向，およびわが国の石炭火力発
電設備の輸出状況などについて調査した。
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　本稿は，そこで得られた成果について紹介
する。

２．各国の電源開発計画と電力事情

　主に国際エネルギー機関（IEA）の資料をベー
スとし，27 カ国の将来の発電電力量を予想し
た（１）〜（７）。その一部を図１〜５に示す。ア
ジア諸国は総じて安価に大容量で電力供給可能
な石炭火力が今後も増えていくことが伺える。

［インド］
　インドでは，慢性的な電力不足から各地で停
電が発生している。現在，７割以上を石炭火力
が占める総発電電力量は，2040 年にはさらに
2013 年の約 3.5 倍になる見通しである。今後，
再生可能エネルギーを 2022 年までに１億 7,500
万 kW 導入することも目指している。なお，
環境対策については，2017 年以降に稼働する
石炭火力に対し，日本とほぼ同水準の環境基準
値が要求される見通しである。

［インドネシア，フィリピン］
　インドネシア，フィリピンも現在，石炭火力

が主力であり，今後も電力需要が伸びるととも
に石炭火力の需要も伸びると予想されている。
インドネシアでは，家庭用，工業用の電力需要
が多く，電力不足が深刻化している。商業用が
高い伸びを示すフィリピンでは，現状約 43％
を占める石炭火力の導入比率を再生可能エネ
ルギーと同じ 30% まで縮小しようとしている
が，コスト面から思うようには進んでいない。

［タイ，マレーシア］
　タイ，マレーシアは，ガス火力が主であるが，
今後，石炭火力の需要も伸びると予想されて
いる。電力供給が逼迫しているタイでは，再
生可能エネルギーの導入を進めているほか，
石油使用量の削減を目的とした SPP（Small 
Power Producers）プログラムというものがあ
り，タイ王国発電公社（EGAT）が９万 kW
までの電力の買取りを保証し，それを超える
電力および熱（蒸気・冷却水）を事業者等に
独自に販売できる制度もある。

［ベトナム］
　ベトナムは，2011 年７月に策定された国家
電力開発計画（第 7 期電力計画）において，
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2011 〜 2020 年の間に電力需要が年率 13％程
度増加し，2030 年には 2010 年の 7.1 倍となる
など，今後も著しい電力需要の増加が予想さ
れている。さらに 2030 年までに，水力への依
存度を軽減し，再生可能エネルギーや原子力
を増強するとしている。

［ミャンマー］
　ミャンマーでは，2013 年の販売電力量が，
2001 年比の３倍以上となり，ガス火力の導入
が著しく伸びると予測されている。政府は，
豊富な水力・石炭・天然ガス・石油資源，風力，
太陽光による潜在発電量を活用し，2030 年ま
でに発電容量 2,400 万 kW の確保を目指してい
る。しかし，法整備が不十分なこと，住民ら
の反対運動により電力整備は停滞している。

［中国］
　中国では，発電量が 1980 〜 2013 年の 33 年
間で約 18 倍に増加し，2011 年には米国を抜き
世界最大の電力消費国となった。総発電電力量
の約７割が石炭火力，2 割が水力であり，今後，
ガス火力，原子力，風力，水力などの伸びが期
待されているが，導入はなかなか進んでいない。
さらに，現在は経済成長率が鈍化し，電力需要
の増加率も下がりつつある。電力消費の４分の
３は工業用で，その消費地は東部沿岸部が中心
である。一方の発電は，石炭産地の山西省・内
モンゴル自治区などが，水力は湖北省・雲南省・
四川省が中心であり，消費地と発電地域が遠隔
であることが供給を不安定化させている。

［米国］
　米国では，2015 年８月に米国環境保護局

（EPA）が発表したクリーン・パワー・プラン
（CPP）による CO2 排出規制により，2030 年
までに 2005 年比 32％の CO2 削減を目指して
いる。これにより石炭火力比率は 2014 年の
39% から 2030 年には 27% に減少し，逆にガス
火力が伸びると予想されている。また，シェー
ル革命の影響で天然ガス価格が 10 年前に比べ
約３分の１に下落し，ガス火力の競争力が高
まっている。2016 年には，風力・天然ガス火力・
太陽光の 3 つが主力電源になると米国エネル
ギー情報局（EIA）は予測している。米国では，
大手企業が固定価格で長期に大口電力を直接
調達できるようになったため，コストの最も
安い風力発電の導入が増えており，テキサス
を中心に年率約 50% のペースで成長している。

［ブラジル，チリ］
　南米のブラジル，チリは，豊かな水資源に
よる水力が中心となっているが，ブラジルで
は，今後，ガス火力や太陽光などの再生可能
エネルギーの導入が期待されている。チリは，
2011 年から 2020 年にかけて年率６〜７％で電
力需要が増加するとされ，2030 年には 2010 年
比で約 2.5 倍になると予測されている。2012
年には石炭火力が水力を上回り，今後も石炭
火力は増加していくと予想されている。
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図２　電源構成と推移（ミャンマー，中国，米国）



　欧州では，再生可能エネルギーの導入が促
進されているが，各国とも課題を抱えている。

［ドイツ］
　ドイツは，2022 年までに全ての原子力発電
を停止する予定で，これにより石炭火力の比
率が増している。消費電力量自身は横ばい状
態であるが，2050 年に 1990 年度比で温室効果
ガス（GHG）80 〜 90％削減を目標としており，
これにより 2050 年の褐炭石炭火力は，現状の
10 分の１以下まで減少すると予測されている。
　しかし，固定価格買取制度（FIT）による補
助を受けた再生可能エネルギー電源や安価な
褐炭石炭火力に対し，ガス火力は発電コスト
が高いため，逆に，老朽褐炭石炭火力を稼働
するという，環境面では矛盾した状況も発生
している。また，2022 年までに電力需要の
10% を風力でまかなうとしているが，設置反
対運動などでその達成は困難と見られている。

［イタリア］
　イタリアは，水力を除きエネルギー資源に乏

しく，また，2011 年に原子力開発を中止した
ことで，エネルギーの８割以上を輸入に依存し
ている。主力電源は，コンバインド・サイクル・
ガス火力で，４割弱程度とその割合が最も多い。
近年，再生可能エネルギー導入の増加に伴い，
火力発電は建設の延期や停止を余儀なくされる
傾向にある。再生可能エネルギーの導入比率を
2020 年までに 26.39％に引き上げるとしている
が，系統利用賦課金の割合が 2012 年に約 20％
に達し，需要家負担が増大したため，2013 年
に新設太陽光に対する FIT は廃止されている。

［英国］
　英国の GHG 排出量削減目標は，2030 年まで
に 1990 年比 60% 減であり，英国エネルギー・
気候変動省（DECC）が 2015 年 10 月に，国内
の CO2 回収・貯留施設のない全ての石炭火力
を 2025 年までに閉鎖すると発表している。し
かし，全体の 30％を占める石炭火力の全廃は
容易でなく，また，原子力やガス火力などを加
えた全発電設備の４分の１が老朽化しており，
2020 年頃には深刻な電力不足が懸念されてい
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図３　電源構成と推移（ブラジル，チリ）

図４　電源構成と推移（ドイツ，イタリア，英国）



る。2030 年には，天然ガスの輸入依存度が現
状の約 50% から 75% まで高まることを懸念し，
電力の 20% を原子力で対応する計画も見られ
る。英国では太陽光の発電量が，月間ベースで
石炭火力を上回る月もあると言われているが，
欧州連合（EU）離脱により，現存石炭火力を
引き続き利用していく可能性もある。

［ポーランド］
　ポーランドの消費電力量は，過去約 40 年間
でほぼ倍増している。石炭火力が主力であり，
2013 年時点で全発電電力量の約 85% を石炭火
力が占めている。今後の予想については，EU
の GHG 削減目標（2030 年に 40% 減）を達成
するために原子力などの CO2 排出量の少ない
電源導入が不可欠と見られている。

［ウクライナ］
　ウクライナでは，2030 年の消費電力量が
2015 年比約 37% 増と見込まれ，今後も電力需
要は増加することが予想されている。同国で
は原子力が主力だが，近年では石炭火力の導
入量が増している。

［ルーマニア］
　ルーマニアの電源構成は，2013 年時点で石
炭火力が約 29%，水力が約 26%，原子力が約
20%，再生可能エネルギーが約８% となってい
る。2050 年においても各々導入が進み，現状
に似た電源構成で推移すると予想されている。

［トルコ］
　トルコは，ガス火力および石炭火力が主力
電源であり，水力とともに総発電電力量は伸
びていくと予想されている。

［南アフリカ，豪州］
　南アフリカ，豪州の主力電源は石炭火力で
あり，南アフリカでは，2013 年時点で総発電
電力量の約 94% が石炭火力である。今後，エ
ネルギーの多様化は進むと予想されるが，
2040 年〜 2050 年においても石炭火力の割合は
60％以上になると予想されている。
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図５　電源構成と推移（ポーランド，ウクライナ，ルーマニア，トルコ，南アフリカ，豪州）



量により設定されており，一般利用者の料金
については比較的安定している。
　北米諸国も徐々にではあるが，電気料金は
上昇基調にある。カナダは，電力消費量や電
力輸出量の大きな州は電気料金が安く，人口
密度の低い地域は非常に電気代が高くなるな
ど地域性がある。
　南米諸国は，水力比率が高く比較的電気料
金は安定しているが，チリは，隣国アルゼン
チンからのガス供給制限などにより電気料金
が上昇することがある。
　欧州諸国では，再生可能エネルギーの導入
や石炭火力の閉鎖などに因ると思われる電気
料金の上昇がドイツや英国で見られる。イタ
リアは，輸入天然ガスの依存から電気料金が
高くなっている。
　南アフリカ，豪州でも 2000 年代に入り，電
気料金が３〜４倍になっており，電力市場の
改革などが求められている。

４．各国の石炭火力発電計画

　各国で計画中の 250MW 以上の石炭火力発電
所の計画数と容量を図６に示す。
　中国，インドは他国に比べ桁違いにその容量
が大きく，今後も引き続き多くの石炭火力が建
設されていくことが伺える。ベトナム，インド
ネシア，トルコなどがこれに続いている。

３．各国の電力価格動向

　表 1 に各国の平均的な電気料金の一覧を示
す。アジア諸国は，概して消費電力量の増大
に伴い慢性的な電力不足に陥っており，すべ
ての国で電気料金は上昇傾向にある。特に，
ミャンマーは 2006 年に大幅な上昇が見られた。
インドネシア，ベトナムの電気料金上昇も大
きい。2015 年 10 月時点では，フィリピンがア
ジアで最も電気料金が高いとされている。マ
レーシアの電気料金は，月当たりの電力使用
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図６　各国の石炭火力建設計画数と容量（10）

国名 電気料金（US cents/kWh） 日付
インド
インドネシア
タイ
フィリピン
ベトナム
マレーシア
ミャンマー
中国
米国
カナダ
ブラジル
チリ
ドイツ
イタリア
英国
ポーランド
ウクライナ
ブルガリア
ルーマニア
トルコ
南アフリカ
豪州

0.1～18（平均7）
11
6 ～13
18.22
６．２０～10.01
７．０９～14.76
3.6
４～4５
８～17；  37 ［ハワイ］
6.52～11.71 ［オンタリオ州トロント］
25.00
23.11
32.04
28.39
22
9.63～15.90
2.6～10.8
9.15～13.40
18.40
7.84～13.66
13
22.02～39.85

2013.01.01
2015.07.21
2013.07.01
2015.10.07
2011.
2013.04.01
2014.02.28
2014.
2012.09.01
2014.02.09
2016.07.07
2011.01.01
2015.02.01
2011.11.01
2015.05.01
2015.
2014.
2011.11.01
2013.01.26
2015.
2015.09.29
2012.08.23

表１　各国の電力料金一覧（8）（9）



５．各国の石炭火力発電所の調査

　ここでは，主要国で稼働している 250MW
以上の石炭火力の「運開年代別容量」，「技術
別 容 量（ 亜 臨 界， 超 臨 界（SC）， 超 々 臨 界

（USC））」，「炭種別発電容量」についてまとめ
た。また，インド，中国，日本における石炭

火力発電の技術別運開容量の年別推移につい
てもまとめた。

（１）運開年代別発電容量

　運開年代別の総発電容量（MW）と，その割
合を図７に示す。2000 年以降に運開した石炭火
力発電所が容量ベースで 50％以上を占めるの
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図 7　運用年代別の総発電容量（MW）の割合（10）



は，フィリピンを除くアジア諸国である。特に，
経済成長が著しい中国，インドでは，それぞれ
86%，89.5% と高い。インド，ベトナムなどは，
2011 年以降に運開した石炭火力が大半である。
　一方，2011 年以降に新規稼働の無い国が，
オーストラリア，英国などである。石炭資源
の豊富な米国，豪州，ドイツ，ポーランドな
どは，1970 年代以前から 2000 年代までの各年
代に逐次運開した石炭火力が現在も運用され
ているのが特徴である。

（２）技術別発電容量

　石炭火力の発電技術（亜臨界，超臨界，超々
臨界）別の容量を図８に示す。亜臨界技術の
みの国のフィリピン，ブラジル，チリ，フラ
ンス，英国，ルーマニアなどは省略した。
　超臨界を導入しているのは，インド，マレー
シア，中国，米国，イタリア，ドイツ，トルコ，
ウクライナの他，インドネシア，タイ，ベトナム，
豪州，カナダ，ポーランド，南アフリカであった。

　超々臨界を導入している国は，マレーシア，
中国，米国，ドイツ，イタリアの５カ国に限
られる。

（３）炭種別発電容量

　石炭には，無煙炭，瀝青炭，亜瀝青炭，褐
炭および廃石炭などがあり，単独または混焼
で利用している。図９に各国の炭種別発電容
量を示す。
　瀝青炭を主に利用する国は非常に多く，イ
ンド，タイ，フィリピン，中国，トルコ，豪州，
米国，ドイツの他，チリ，イタリアであった。
なお，図にないマレーシア，英国，南アフリ
カは，瀝青炭のみの利用であった。
　亜瀝青炭の利用は，インドネシア，米国，
豪州，ウクライナの他，カナダ，ポーランド
で多かった。
　褐炭産出国は東欧に多く，ルーマニアなど
は 100% 褐炭焚きであり，ドイツ，タイ，トル
コでもその利用比率が高い。
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図８　技術別発電容量の割合（10）



　無煙炭の利用は，中国，ベトナム，ウクラ
イナに限られていて，ベトナムは，すべて無
煙炭焚きを採用している。
　東南アジア新興国は，石炭輸出国のオースト
ラリアとインドネシアに近いため輸入炭の確保
が容易である。マレーシア，フィリピンは瀝青
炭・亜瀝青炭の輸入に依存している。成長著し
いインドは，ほぼ国内炭に依存しているが，沿
岸部で一部インドネシア炭を採用している。

（４）石炭火力発電技術の年別推移

　本節では，インド，中国，日本に焦点を絞り，
各国内の 250MW 以上，稼働・建設中の石炭
火力の「技術別容量（亜臨界，超臨界，超々
臨界）」の年々の推移をまとめた。その結果を
図 10 〜 12 に示す。
　インドでは，亜臨界ボイラは 2000 年代に入
り，超臨界ボイラは，2010 年より稼動し始め
ている。超々臨界ボイラは，2016 年より稼動
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図９　炭種別発電容量の割合（10）

図 10　インドの石炭火力発電の技術別運開・建設中容量の推移（10）
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し始める予定で現在建設中である。今後，超
臨界ボイラの増加とともに亜臨界ボイラは減
少し，さらに超々臨界ボイラの増加とともに，
超臨界ボイラは減少すると予想される。
　中国は，2002 年まで亜臨界ボイラが中心で
1,000 万 kW/ 年程度の市場であったが，その後，
急激に市場が拡大し，超臨界ボイラの稼動も
合わせると 2006 年には 7,000 万 kW/ 年の市場
に成長している。超々臨界ボイラもこの年よ
り稼動し始め，今では，ほぼ半分以上が超々
臨界ボイラとなっている。
　日本の石炭火力市場では，1980 年代にはす
でに超臨界ボイラが稼動しており，超々臨界
ボイラも 1993 年に稼動し始めているが，総容
量は平均して 100 〜 150 万 kW/ 年であり，イ
ンドの 30 分の１，中国の 60 分の１程度の市
場の大きさである。

６．各国の環境規制

　各国における石炭火力に係る環境規制値
（SOx，NOx，Dust（煤塵））の動向調査を行い，
主要各国の各規制値の一覧を表 2 にまとめた。
　欧州諸国とその近隣国は，ほぼ欧州委員会の
規制値を踏襲し，近年は CO2 削減問題も絡み厳
しい環境規制値が敷かれるようになってきた。
　アジア新興国諸国も，近年の急激な経済発
展の下，電力需要の増大とともに大気汚染問
題が顕在化し，各国とも規制値が厳しくなり
始めている。なお，日本の場合は，本規制値
より厳しい値の協定値を地方自治体と締結し
環境基準を厳守している。

図 12　日本の石炭火力発電の技術別運開・建設中容量の推移（10）

図 11　中国の石炭火力発電の技術別運開・建設中容量の推移（10）
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７．石炭灰の処理状況

　石炭火力では，排出される灰処理について，
各国で環境保護の観点からその有効利用の検討
が行なわれている。表 3 に主要な国の有効利
用率とその用途先について例示する。わが国の
有効利用率は，電気事業で 96％程度，一般産

業で 98％，全体として 96％程度となっている。
利用先としては，セメント分野が７割程度を占
め，他に土木，建設，農林分野と続く。
　表３には，産廃処理や急激な排出量の増大に
因るとみられる低い利用率の国もあるが，今後，
利用率の向上を期待するところである。

表２　各国の石炭火力に対する環境規制値（SOx, NOx, Dust（煤塵））（11）

表３　主要国の石炭灰処理状況（2013 年）（12）〜（18）
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８．まとめ

　石炭火力は，新興国にとって今後も重要な
電源とあり続けると思われる。日本も過去 40
年にわたり CCT を磨きながら石炭火力を利用
し経済発展を遂げてきた。日本が培ったこの
高度な環境対策技術を海外へ技術輸出を図る
ことで，新興国も経済発展を遂げながら環境
汚染抑止，CO2 など温室効果ガス排出抑止に
貢献できることから，各国と協調しながら環
境対策支援に取り組むことこそ，今，日本に
求められていることではないかと考える。
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研究所のうごき
（平成 28 年 7 月２日〜９月 30 日）

◇ 月例研究会
第 358 回月例研究会
日　時：７月 29 日（金） 14:00 〜 16:00
場　所：航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
 １．エネルギーハーベスティングの動向とエネ
   ルギー産業（電気，ガス，石油）への応用可
   能性
   （㈱ NTT データ経営研究所　社会・環境戦略
    コンサルティングユニット　シニアマネー
    ジャー　竹内敬治　氏）
　２．安定発電を実現する風力熱発電と熱応用 
     （（一財）エネルギー総合工学研究所　プロ
    ジェクト試験研究部 主管研究員　岡崎　徹）

第 359 回月例研究会
日　時：８月 26 日（金） 14:00 〜 16:00
場　所： 航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
　１．廃止措置のプロジェクト管理
    （日本原子力発電㈱　執行役員　廃止措置プ
    ロジェクト室長　山内豊明　氏）
　２．廃止措置管理のための人材育成
    （（一財）エネルギー総合工学研究所　原子
    力工学センター　耐震・廃止措置グループ　
    参事　田中健一）

◇ 外部発表
［講演］
発表者：石倉　武
テーマ：日本の原子力発電所の廃止措置の現状と
  今後の展望
発表先：日本−スペイン廃止措置セミナー（主催：
 （一社）日本原子力産業協会，スペイン大
 使館）
日　時：7 月 11 日

発表者：坂田　興
テーマ：COP21 の概要と低炭素社会への水素の
 貢献
発表先：天然ガス高度利用研究会
日　時：７月 13 日

発表者：塙　雅一
テーマ：A-SCC 実用化の課題とその対策
発表先：（一財）石炭エネルギーセンター　CCT
 ワークショップ 2016
日　時：７月 20 日

発表者：坂田　興
テーマ：CO2 フリー水素の意義と経済的成立性の
 検討
発表先：燃料電池実用化戦略協議会（FCCJ） 
 CO2 フリー水素セミナー
日　時：7 月 29 日

発表者：飯田 重樹
テーマ：World Hydrogen Energy Conference （W
 HEC）2016　概要
発表先：（一社）水素エネルギー協会　第 151 回
 定例研究会
日　時：９月６日

発表者：水野 有智
テーマ：World Hydrogen Energy Conference （W
 HEC）2016　各国政策
発表先：（一社）水素エネルギー協会　第 151 回
 定例研究会
日　時：９月６日

発表者：黒沢 厚志
テーマ： 気候工学研究の現状
発表先：（公社）化学エ学会　第 48 回秋季大会（於
  徳島大学）
日   時：９月６〜８日

発表者：黒沢 厚志，杉山 昌広（東京大学），増田 
 耕一（海洋研究開発機構），森山 亮，石
 本 祐樹，加藤 悦史
テーマ：気候工学研究の現状
発表先：環境経済・政策学会　2016 年大会（於
  青山学院大学）
日　時：９月 10 〜 11 日

発表者：相澤 芳弘
テーマ：Prospects of Hydrogen Energy System 
  towards the Low Carbon Society
発表先：13th Annual NH3 Fuel Conference 2016
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 （主催：NH3 Fuel Association）
日　時：９月 18 日

発表者： 坂田　興
テーマ：CO2 フリー水素の大陸間輸送〜持続可能
  社会構築への貢献〜
発表先：（公社）日本船舶海洋工学会
日　時：９月 29 日

［論文］
発表者：加藤 悦史
テーマ：Regional carbon fluxes from land use and 
  land cover change in Asia，1980-2009
発表先：Environmental Research Letters
日　時：７月８日

発表者：Ryo Moriyama, Masahiro Sugiyama, Atsu-
 shi Kurosawa, Kooiti Masuda, Kazuhiro, 
 Tsuzuki, Yuki Ishimoto
テーマ：The cost of stratospheric climate engi-
  neering revisited
発表先：Mitigation and Adaptation Strategies 
  for Global Change
日　時：９月 15 日

［寄稿］
発表者：岡崎　徹
テーマ：風力熱発電
発表先：『電気評論』７月号

発表者：坂田　興
テーマ：平成 27 年の水素利用技術
発表先：『日本機械学会誌』８月号（「機械工学年
 鑑」特集号）

発表者：岡崎　徹
テーマ：安定発電を実現する風力熱発電の可能性
 と期待される材料技術・周辺技術
発表先：『マテリアルステージ』８月号（㈱技術
 情報協会）

発表者：岡崎　徹
テーマ：風力熱発電とその超電導化などバリエー
 ション
発表先：『日本冷凍空調学会』９月号
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発表者：松井 一秋，楠野貞夫，笠井  滋，林道  寛，
           藤井 貞夫
テーマ：平成 27 年における重要なエネルギー関
 係事項「原子力」
発表先：『日本エネルギー学会誌』９月号（Annual 
 Energy Review-2015）

発表者：坂田　興
テーマ：平成 27 年における重要なエネルギー関
 係事項　水素分野
発表先：『日本エネルギー学会誌』９月号（Annual 
 Energy Review-2015）

発表者：蓮池  宏
テーマ：運輸部門における再生可能エネルギー利
 用
発表先：『日本太陽エネルギー学会誌』９月号（特
 集：100％再生可能エネルギーを利用す
 る社会に向けた可能性を考える）

発表者：笹倉 正晴
テーマ：DOE's 2016 Annual Merit Review and 
 Peer Evaluation Meeting
発表先：『水素エネルギー協会（HESS）会誌』
 第 41 巻第３号（９月発行）

◇人事異動

○７月６日付
（嘱託採用）
Richard Finger　　原子力工学センター 嘱託研究
     員

○８月１日付
（嘱託採用）
Alexandre Ezzidi　原子力工学センター 参事

○９月 30 日付
（退職）
佐藤 優美子　　  経理部 研究員 兼 プロジェク 
         ト試験研究部

季報エネルギー総合工学



　近年，IoT や人工知能，ビッグデータ
等に関する技術開発が急速に進められて
おり，これらにより，世界の産業構造や
人々の生活，社会のあり方が大きく変わ
ろうとしている。とりわけ最近では，世
界的な IT 企業の参入により激しい競争
が繰り広げられている自動運転車開発が
世間の耳目を集めている。これが実用化
すれば，人の移動や物流などが大きく変
わり，社会の様相が一変することになる
であろう。
　エネルギー分野においても，多くの設
備機器に組み込まれたセンサーにより収
集されたビッグデータをクラウドで管理・
処理し，設備の予防保全や効率的・経済
的な運用管理を目指す取り組み，人工知
能を再エネの発電予測や電力取引等に応
用する動きなどが活発化している。
　将棋や囲碁のプロ棋士に勝ったことが
大きなニュースとなった人工知能だが，
人工知能が膨大なデータを整理・統合し

てある案件を処理する場合，彼（彼女）
は何をすべきかを理解していなければな
らず，そのためには自分が今何をしよう
としているかを知っている必要があり，
これはまさに人が物事を判断・決定する
際の「意識」と同じであって，人工知能
も「意識」を持つことが可能であると，
ある本で読んだ。
　エネルギー分野の二酸化炭素排出削減
に向けた有望な手段として省エネルギー
にも大きな期待が寄せられているが，例
えば人の日常生活においては，何かを行
うために必然的にエネルギーを利用して
いるのであり，エネルギー利用それ自体
が目的ではない。そういう意味では，何
かを行うのに「意識」することなく省エ
ネが図られていることが理想であり，人
工知能が人に代わって省エネ「意識」を
持って人の生活を支えてくれることが望
まれる。

編集責任者　重政弥寿志
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